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家
計
急
変
事
由
対
象
⼀
覧
(①
）

家
計

急
変

事
由

証
明

書
類

（
例

）
ア

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

離
職

ま
た

は
休

職
等

し
、

そ
の

後
90

⽇
以

上
就

労
が

困
難

で
あ

る
場

合
a 

 
医

師
に

よ
る

診
断

書
等

（
離

職
ま

た
は

休
職

等
し

、
そ

の
後

90
⽇

以
上

就
労

が
困

難
で

あ
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

る
も

の
に

限
る

。
診

断
書

の
他

、
証

明
書

、
意

⾒
書

等
も

含
む

。
）

b 
離

職
が

あ
っ

た
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
雇

⽤
保

険
被

保
険

者
離

職
票

、
退

職
証

明
書

等
）

c 
休

職
等

し
て

い
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

休
職

証
明

書
、

休
職

辞
令

等
）

※
ｂ

、
ｃ

に
つ

い
て

は
、

ど
ち

ら
か

左
記

の
離

職
理

由
コ

ー
ド

の
対

象
と

な
り

え
る

離
職

理
由

11
（

1A
）

解
雇

（
（

1B
)及

び
被

保
険

者
の

責
め

に
帰

す
べ

き
重

⼤
な

理
由

に
よ

る
解

雇
に

該
当

す
る

も
の

を
除

く
。

）

12
（

1B
）

天
災

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
理

由
に

よ
り

事
業

の
継

続
が

不
可

能
に

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

解
雇

21
（

2A
）

特
定

雇
⽌

め
に

よ
る

離
職

（
雇

⽤
期

間
３

年
以

上
雇

⽌
め

通
知

あ
り

）

22
（

2B
）

特
定

雇
⽌

め
に

よ
る

離
職

（
雇

⽤
期

間
３

年
未

満
等

更
新

明
⽰

あ
り

）

23
（

2C
）

特
定

理
由

の
契

約
期

間
満

了
に

よ
る

離
職

（
雇

⽤
期

間
３

年
未

満
等

更
新

明
⽰

な
し

）

31
（

3A
）

事
業

主
か

ら
の

働
き

か
け

に
よ

る
正

当
な

理
由

の
あ

る
⾃

⼰
都

合
退

職
・

倒
産

（
破

産
、

⺠
事

再
⽣

、
会

社
更

⽣
等

の
各

倒
産

⼿
続

の
申

⽴
て

⼜
は

⼿
形

取
引

の
停

⽌
等

）
に

伴
い

離
職

し
た

者

・
事

業
所

に
お

い
て

⼤
量

雇
⽤

変
動

の
場

合
（

１
か

⽉
に

30
⼈

以
上

の
離

職
を

予
定

）
の

届
出

が
さ

れ
た

た
め

離
職

し
た

者
及

び
当

該
事

業
主

に
雇

⽤
さ

れ
る

被
保

険
者

の
３

分
の

１
を

超
え

る
者

が
離

職
し

た
た

め
離

職
し

た
者

・
労

働
契

約
の

締
結

に
際

し
明

⽰
さ

れ
た

労
働

条
件

が
事

実
と

著
し

く
相

違
し

た
こ

と
に

よ
り

離
職

し
た

者

・
賃

⾦
（

退
職

⼿
当

を
除

く
。

）
の

額
の

 3
 分

の
 1

 を
超

え
る

額
が

⽀
払

期
⽇

ま
で

に
⽀

払
わ

れ
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
り

離
職

し
た

者
・

賃
⾦

が
、

当
該

労
働

者
に

⽀
払

わ
れ

て
い

た
賃

⾦
に

⽐
べ

て
 8

5％
未

満
に

低
下

し
た

（
⼜

は
低

下
す

る
こ

と
と

な
っ

た
）

た
め

離
職

し
た

者
（

当
該

労
働

者
が

低
下

の
事

実
に

つ
い

て
予

⾒
し

得
な

か
っ

た
場

合
に

限
る

。
）

・
離

職
の

⽇
の

属
す

る
⽉

の
前

 6
 か

⽉
間

の
う

ち
に

 3
 ⽉

連
続

し
て

 4
5 

時
間

、
1 

⽉
で

 1
00

 時
間

⼜
は

 2
〜

6 
⽉

平
均

で
⽉

 8
0 

時
間

を
超

え
る

時
間

外
労

働
及

び
休

⽇
労

働
が

⾏
わ

れ
た

た
め

、
⼜

は
事

業
主

が
危

険
若

し
く

は
健

康
障

害
の

⽣
ず

る
お

そ
れ

が
あ

る
旨

を
⾏

政
機

関
か

ら
指

摘
さ

れ
た

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

事
業

所
に

お
い

て
当

該
危

険
若

し
く

は
健

康
障

害
を

防
⽌

す
る

た
め

に
必

要
な

措
置

を
講

じ
な

か
っ

た
た

め
離

職
し

た
者

・
事

業
主

が
法

令
に

違
反

し
、

妊
娠

中
若

し
く

は
出

産
後

の
労

働
者

⼜
は

⼦
の

養
育

若
し

く
は

家
族

の
介

護
を

⾏
う

労
働

者
を

就
業

さ
せ

、
若

し
く

は
そ

れ
ら

の
者

の
雇

⽤
の

継
続

等
を

図
る

た
め

の
制

度
の

利
⽤

を
不

当
に

制
限

し
た

こ
と

⼜
は

妊
娠

し
た

こ
と

、
出

産
し

た
こ

と
若

し
く

は
そ

れ
ら

の
制

度
の

利
⽤

の
申

出
を

し
、

若
し

く
は

利
⽤

を
し

た
こ

と
等

を
理

由
と

し
て

不
利

益
な

取
扱

い
を

し
た

た
め

離
職

し
た

者

・
事

業
主

が
労

働
者

の
職

種
転

換
等

に
際

し
て

、
当

該
労

働
者

の
職

業
⽣

活
の

継
続

の
た

め
に

必
要

な
配

慮
を

⾏
っ

て
い

な
い

た
め

離
職

し
た

者

・
事

業
主

⼜
は

当
該

事
業

主
に

雇
⽤

さ
れ

る
労

働
者

か
ら

就
業

環
境

が
著

し
く

害
さ

れ
る

よ
う

な
⾔

動
を

受
け

た
こ

と
に

よ
っ

て
離

職
し

た
者

・
事

業
主

か
ら

直
接

若
し

く
は

間
接

に
退

職
す

る
よ

う
勧

奨
を

受
け

た
こ

と
に

よ
り

離
職

し
た

者
（

従
来

か
ら

恒
常

的
に

設
け

ら
れ

て
い

る
「

早
期

退
職

優
遇

制
度

」
等

に
応

募
し

て
離

職
し

た
場

合
は

、
こ

れ
に

該
当

し
な

い
。

）

・
事

業
所

に
お

い
て

使
⽤

者
の

責
め

に
帰

す
べ

き
事

由
に

よ
り

⾏
わ

れ
た

休
業

が
引

き
続

き
 3

 か
⽉

以
上

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

り
離

職
し

た
者

・
事

業
所

の
業

務
が

法
令

に
違

反
し

た
た

め
離

職
し

た
者

32
（

3B
）

事
業

所
移

転
に

伴
う

正
当

な
理

由
の

あ
る

⾃
⼰

都
合

退
職

33
（

3C
）

・
体

⼒
の

不
⾜

、
⼼

⾝
の

障
害

、
疾

病
、

負
傷

、
視

⼒
の

減
退

、
聴

⼒
の

減
退

、
触

覚
の

減
退

等
に

よ
り

離
職

し
た

者

・
妊

娠
、

出
産

、
育

児
等

に
よ

り
離

職
し

、
雇

⽤
保

険
法

第
２

０
条

第
１

項
の

受
給

期
間

延
⻑

措
置

を
受

け
た

者

・
⽗

若
し

く
は

⺟
の

死
亡

、
疾

病
、

負
傷

等
の

た
め

、
⽗

若
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

た
め

に
離

職
を

余
儀

な
く

さ
れ

た
場

合
⼜

は
常

時
本

⼈
の

看
護

を
必

要
と

す
る

親
族

の
疾

病
、

負
傷

等
の

た
め

に
離

職
を

余
儀

な
く

さ
れ

た
場

合
の

よ
う

に
、

家
庭

の
事

情
が

急
変

し
た

こ
と

に
よ

り
離

職
し

た
者

・
配

偶
者

⼜
は

扶
養

す
べ

き
親

族
と

別
居

⽣
活

を
続

け
る

こ
と

が
困

難
に

な
っ

た
こ

と
に

よ
り

離
職

し
た

者
・

次
の

理
由

に
よ

り
、

通
勤

不
可

能
⼜

は
困

難
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
り

離
職

し
た

者
ⅰ

）
結

婚
に

伴
う

住
所

の
変

更
ⅱ

）
育

児
に

伴
う

保
育

所
そ

の
他

こ
れ

に
準

ず
る

施
設

の
利

⽤
⼜

は
親

族
等

へ
の

保
育

の
依

頼
ⅲ

）
事

業
所

の
通

勤
困

難
な

地
へ

の
移

転
ⅳ

）
⾃

⼰
の

意
思

に
反

し
て

の
住

所
⼜

は
居

所
の

移
転

を
余

儀
な

く
さ

れ
た

こ
と

ⅴ
）

鉄
道

、
軌

道
、

バ
ス

そ
の

他
運

輸
機

関
の

廃
⽌

ま
た

は
運

⾏
時

間
の

変
更

等
ⅵ

）
事

業
主

の
命

に
よ

る
転

勤
⼜

は
出

向
に

伴
う

別
居

の
回

避
ⅶ

）
配

偶
者

の
事

業
主

の
命

に
よ

る
転

勤
若

し
く

は
出

向
⼜

は
配

偶
者

の
再

就
職

に
伴

う
別

居
の

回
避

・
そ

の
他

、
特

定
受

給
資

格
者

に
該

当
し

な
い

企
業

整
備

に
よ

る
⼈

員
整

理
等

で
の

希
望

退
職

者
の

募
集

に
応

じ
て

離
職

し
た

者
等

34
（

3D
）

特
定

の
正

当
な

理
由

の
あ

る
⾃

⼰
都

合
退

職
（

平
成

 2
9

年
３

⽉
 3

1 
⽇

ま
で

に
離

職
し

た
被

保
険

者
期

間
６

⽉
以

上
 1

2 
⽉

未
満

に
該

当
す

る
も

の
に

限
る

。
）

家
計

急
変

事
由

対
象

⼀
覧

①
保

護
者

等
が

被
雇

⽤
者

、
公

務
員

、
被

雇
⽤

者
で

あ
る

が
雇

⽤
保

険
に

加
⼊

し
て

い
な

い
者

で
、

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

離
職

ま
た

は
休

職
な

ど
勤

務
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

、
⾃

⼰
の

責
め

に
帰

す
る

こ
と

の
で

き
な

い
理

由
に

よ
り

離
職

を
し

た
場

合

イ
⾃

⼰
の

責
め

に
帰

す
る

こ
と

の
で

き
な

い
理

由
に

よ
る

離
職

が
あ

っ
た

場
合

ⅰ
）

保
護

者
等

が
被

雇
⽤

者
で

あ
り

雇
⽤

保
険

に
加

⼊
し

て
い

る
場

合
 

「
雇

⽤
保

険
受

給
資

格
者

証
」

に
記

載
さ

れ
て

い
る

「
離

職
理

由
コ

ー
ド

」
の

う
ち

、
次

の
も

の
を

対
象

と
す

る
。

11
(1

A)
，

12
(1

B)
，

21
(2

A)
，

22
(2

B)
，

23
(2

C)
，

31
(3

A)
，

32
(3

B)
，

33
(3

C)
，

34
(3

D)

ⅱ
）

保
護

者
等

が
公

務
員

や
、

被
雇

⽤
者

で
あ

る
が

雇
⽤

保
険

に
加

⼊
し

て
い

な
い

場
合

 
ⅰ

）
に

挙
げ

る
離

職
理

由
コ

ー
ド

に
相

当
す

る
状

況
を

証
明

で
き

る
場

合
は

、
対

象
と

な
る

。

※
特

に
保

護
者

等
が

公
務

員
の

場
合

、
主

に
以

下
の

理
由

に
よ

り
離

職
し

た
場

合
が

対
象

に
な

る
も

の
と

想
定

さ
れ

る
。

(ｱ
)妊

娠
・

出
産

、
育

児
に

よ
り

就
労

が
困

難
と

な
り

離
職

し
、

そ
の

後
30

⽇
以

上
就

労
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
場

合
(ｲ

)保
護

者
等

の
⽗

も
し

く
は

⺟
の

死
亡

、
負

傷
、

疾
病

（
保

護
者

等
が

離
職

し
、

そ
の

後
療

養
を

必
要

と
す

る
期

間
が

90
⽇

以
上

）
の

た
め

、
保

護
者

等
が

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
た

め
に

離
職

し
た

場
合

(ｳ
)常

時
保

護
者

等
本

⼈
の

看
護

を
必

要
と

す
る

親
族

の
負

傷
、

疾
病

（
保

護
者

等
が

離
職

し
、

そ
の

後
、

看
護

を
必

要
と

す
る

期
間

が
30

⽇
以

上
で

あ
る

も
の

ま
た

は
常

時
の

介
護

が
必

要
な

も
の

）
の

た
め

に
保

護
者

等
が

離
職

し
た

場
合

雇
⽤

保
険

受
給

資
格

者
証

に
記

載
さ

れ
た

離
職

理
由

コ
ー

ド
の

う
ち

、
家

計
急

変
事

由
の

対
象

と
な

る
コ

ー
ド

ⅰ
）

保
護

者
等

が
被

雇
⽤

者
で

あ
り

雇
⽤

保
険

に
加

⼊
し

て
い

る
場

合
・

雇
⽤

保
険

受
給

資
格

者
証

※
雇

⽤
保

険
受

給
資

格
者

証
が

発
⾏

で
き

な
い

特
段

の
事

情
が

あ
る

場
合

は
、

「
雇

⽤
保

険
被

保
険

者
離

職
票

（
離

職
年

⽉
⽇

と
離

職
理

由
コ

ー
ド

が
記

載
さ

れ
た

も
の

）
」

及
び

所
定

の
様

式
「

雇
⽤

保
険

受
給

資
格

者
証

を
提

出
で

き
な

い
理

由
を

記
載

し
た

事
情

書
」

を
提

出
す

る
。

ⅱ
）

保
護

者
等

が
公

務
員

や
、

被
雇

⽤
者

で
あ

る
が

雇
⽤

保
険

に
加

⼊
し

て
い

な
い

場
合

ⅰ
）

に
挙

げ
る

離
職

理
由

コ
ー

ド
に

相
当

す
る

状
況

を
証

明
で

き
る

書
類

※
特

に
保

護
者

等
が

公
務

員
の

場
合

、
主

に
以

下
の

事
由

に
よ

り
離

職
し

た
場

合
が

対
象

に
な

る
も

の
と

想
定

さ
れ

る
。

（
例

）
(ｱ

)妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
就

労
が

困
難

と
な

り
離

職
し

、
そ

の
後

30
⽇

以
上

就
労

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

場
合

a 
 

妊
娠

・
出

産
、

育
児

の
事

実
が

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

⺟
⼦

健
康

⼿
帳

の
写

し
等

）
b 

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
30

⽇
以

上
就

労
が

困
難

な
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
妊

娠
・

出
産

、
育

児
に

よ
り

30
⽇

以
上

就
労

が
困

難
な

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
）

c 
離

職
が

あ
っ

た
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
退

職
証

明
書

等
）

(ｲ
)保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

の
死

亡
、

負
傷

、
疾

病
（

保
護

者
等

が
離

職
し

、
そ

の
後

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
）

の
た

め
、

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

た
め

に
離

職
し

た
場

合
a 

 
保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

の
死

亡
を

証
明

す
る

書
類

、
医

師
に

よ
る

診
断

書
等

（
保

護
者

等
が

離
職

し
、

そ
の

後
、

保
護

者
等

の
⽗

も
し

く
は

⺟
の

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
で

あ
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

る
も

の
に

限
る

。
診

断
書

の
他

、
証

明
書

、
意

⾒
書

等
も

含
む

。
）

の
い

ず
れ

か
b 

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
保

護
者

等
が

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
)

c 
保

護
者

等
の

⽗
⺟

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
⼾

籍
謄

本
（

＝
⼾

籍
全

部
事

項
証

明
書

）
）

、
住

⺠
票

の
写

し
等

）
d 

離
職

が
あ

っ
た

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

退
職

証
明

書
等

）
(ｳ

)常
時

保
護

者
等

本
⼈

の
看

護
を

必
要

と
す

る
親

族
の

負
傷

、
疾

病
（

保
護

者
等

が
離

職
し

、
そ

の
後

、
看

護
を

必
要

と
す

る
期

間
が

30
⽇

以
上

で
あ

る
も

の
ま

た
は

常
時

の
介

護
が

必
要

な
も

の
）

の
た

め
に

保
護

者
等

が
離

職
し

た
場

合
a 

医
師

に
よ

る
診

断
書

等
（

保
護

者
等

の
親

族
の

看
護

を
必

要
と

す
る

期
間

が
、

保
護

者
等

が
離

職
し

、
そ

の
後

30
⽇

以
上

で
あ

る
旨

記
載

さ
れ

て
い

る
も

の
に

限
る

。
診

断
書

の
他

、
証

明
書

、
意

⾒
書

等
も

含
む

。
）

b 
保

護
者

等
の

親
族

の
要

介
護

認
定

を
証

明
す

る
書

類
（

要
介

護
２

以
上

）
※

a、
bに

つ
い

て
は

、
ど

ち
ら

か
c 

保
護

者
等

が
親

族
を

常
時

看
護

・
介

護
す

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
保

護
者

等
が

親
族

を
常

時
看

護
・

介
護

す
る

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
）

d 
保

護
者

等
の

親
族

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
住

⺠
票

の
写

し
等

）
e 

離
職

が
あ

っ
た

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

退
職

証
明

書
等

）

正
当

な
理

由
の

あ
る

⾃
⼰

都
合

退
職

(（
3A

)、
(3

B)
⼜

は
(3

D)
に

該
当

す
る

も
の

を
除

く
。

）

3

１　家計急変事由対象一覧



家
計
急
変
事
由
対
象
⼀
覧
(②
、
③
）

家
計

急
変

事
由

対
象

⼀
覧

家
計

急
変

事
由

証
明

書
類

（
例

）
ア

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

そ
の

営
む

事
業

を
廃

⽌
ま

た
は

休
業

し
、

そ
の

後
90

⽇
以

上
就

労
が

困
難

で
あ

る
場

合
a 

医
師

に
よ

る
診

断
書

等
（

事
業

を
廃

⽌
ま

た
は

休
業

し
、

そ
の

後
90

⽇
以

上
就

労
が

困
難

で
あ

る
旨

が
記

載
さ

れ
て

い
る

も
の

に
限

る
。

診
断

書
の

他
、

証
明

書
、

意
⾒

書
等

も
含

む
。

）
b 

事
業

廃
⽌

に
関

す
る

証
明

書
類

（
個

⼈
事

業
の

開
業

・
廃

業
等

届
出

書
等

）
c 

休
業

中
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

休
業

中
で

あ
る

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
）

※
b、

cに
つ

い
て

は
、

ど
ち

ら
か

イ
営

む
事

業
が

債
務

超
過

等
※

と
な

り
、

そ
の

営
む

事
業

を
廃

⽌
し

た
場

合

※
破

産
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
（

破
産

法
18

、
19

条
）

、
特

別
清

算
開

始
の

申
⽴

て
（

会
社

法
第

51
1条

）

a 
破

産
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
を

⾏
っ

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
b 

特
別

清
算

開
始

の
申

⽴
て

を
⾏

っ
て

い
る

状
態

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

c 
私

的
整

理
⼿

続
き

を
定

め
て

い
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
に

お
い

て
、

私
的

整
理

⼿
続

の
適

⽤
対

象
と

な
る

事
業

者
や

そ
の

状
況

の
要

件
が

破
産

⼿
続

き
開

始
、

特
別

清
算

開
始

と
同

等
の

状
態

で
あ

る
こ

と
が

明
記

さ
れ

て
い

る
も

の
で

あ
っ

て
、

第
三

者
が

そ
の

⼿
続

き
を

実
施

し
て

い
る

旨
を

証
明

す
る

書
類

 
※

a、
b、

cに
つ

い
て

は
、

ど
ち

ら
か

d 
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
ウ

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
就

労
が

困
難

と
な

り
、

そ
の

営
む

事
業

を
廃

⽌
し

、
そ

の
後

30
⽇

以
上

就
労

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

場
合

a 
妊

娠
・

出
産

、
育

児
の

事
実

が
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
⺟

⼦
健

康
⼿

帳
の

写
し

等
）

b 
妊

娠
・

出
産

、
育

児
に

よ
り

30
⽇

以
上

就
労

が
困

難
な

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
30

⽇
以

上
就

労
が

困
難

な
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
c 

事
業

廃
⽌

に
関

す
る

証
明

書
類

（
個

⼈
事

業
の

開
業

・
廃

業
等

届
出

書
等

）
エ

保
護

者
等

の
⽗

も
し

く
は

⺟
の

死
亡

、
負

傷
、

疾
病

（
事

業
を

廃
⽌

し
、

そ
の

後
療

養
を

必
要

と
す

る
期

間
が

90
⽇

以
上

）
の

た
め

、
保

護
者

等
が

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
た

め
に

事
業

を
廃

⽌
し

た
場

合
、

ま
た

は
常

時
保

護
者

等
本

⼈
の

看
護

を
必

要
と

す
る

親
族

の
負

傷
、

疾
病

（
事

業
を

廃
⽌

し
、

そ
の

後
、

看
護

を
必

要
と

す
る

期
間

が
30

⽇
以

上
で

あ
る

も
の

ま
た

は
常

時
の

介
護

が
必

要
な

も
の

）
の

た
め

に
保

護
者

等
が

事
業

を
廃

⽌
し

た
場

合

ⅰ
）

保
護

者
等

が
事

業
を

⾏
う

個
⼈

等
で

あ
り

、
保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

が
死

亡
、

負
傷

、
疾

病
（

事
業

を
廃

⽌
し

、
そ

の
後

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
）

し
た

場
合

で
、

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
た

め
に

保
護

者
等

が
事

業
を

廃
⽌

し
た

場
合

a 
保

護
者

等
の

⽗
⺟

の
死

亡
を

証
明

す
る

書
類

、
医

師
に

よ
る

診
断

書
等

（
保

護
者

等
が

事
業

を
廃

⽌
し

、
そ

の
後

、
保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

の
療

養
を

必
要

と
す

る
期

間
が

90
⽇

以
上

で
あ

る
旨

が
記

載
さ

れ
て

い
る

も
の

に
限

る
。

診
断

書
の

他
、

証
明

書
、

意
⾒

書
等

も
含

む
。

）
の

い
ず

れ
か

b 
保

護
者

等
が

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
c 

保
護

者
等

の
⽗

⺟
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

⼾
籍

謄
本

（
＝

⼾
籍

全
部

事
項

証
明

書
）

、
住

⺠
票

の
写

し
等

）
d 

事
業

廃
⽌

に
関

す
る

証
明

書
類

（
個

⼈
事

業
の

開
業

・
廃

業
等

届
出

書
等

）
ⅱ

）
保

護
者

等
が

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

で
あ

り
、

常
時

保
護

者
等

本
⼈

の
看

護
を

必
要

と
す

る
親

族
の

負
傷

、
疾

病
（

事
業

を
廃

⽌
し

、
そ

の
後

、
看

護
を

必
要

と
す

る
期

間
が

30
⽇

以
上

で
あ

る
も

の
ま

た
は

常
時

の
介

護
が

必
要

な
も

の
）

の
た

め
に

そ
の

営
む

事
業

を
廃

⽌
し

た
場

合
a 

医
師

に
よ

る
診

断
書

等
（

保
護

者
等

の
親

族
の

看
護

を
必

要
と

す
る

期
間

が
、

保
護

者
等

が
事

業
を

廃
⽌

し
、

そ
の

後
30

⽇
以

上
で

あ
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

る
も

の
に

限
る

。
診

断
書

の
他

、
証

明
書

、
意

⾒
書

等
も

含
む

。
）

b 
保

護
者

等
の

親
族

の
要

介
護

認
定

を
証

明
す

る
書

類
（

要
介

護
２

以
上

）
 

※
a、

bに
つ

い
て

は
、

ど
ち

ら
か

c 
保

護
者

等
が

親
族

を
常

時
看

護
・

介
護

す
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

保
護

者
等

が
親

族
を

常
時

看
護

・
介

護
す

る
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
d 

保
護

者
等

の
親

族
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

住
⺠

票
の

写
し

等
）

e
事

業
廃

⽌
に

関
す

る
証

明
書

類
（

個
⼈

事
業

の
開

業
・

廃
業

等
届

出
書

等
）

ア
保

護
者

等
が

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

の
場

合
で

、
営

む
事

業
が

債
務

超
過

等
※

と
な

っ
た

場
合

※
再

⽣
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
（

⺠
事

再
⽣

法
第

21
条

）
、

更
⽣

⼿
続

開
始

の
申

⽴
て

（
会

社
更

⽣
法

第
17

条
）

、
⾦

融
取

引
の

停
⽌

a 
再

⽣
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
を

⾏
っ

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
b 

更
⽣

⼿
続

開
始

の
申

⽴
て

を
⾏

っ
て

い
る

状
態

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

c 
⾦

融
取

引
停

⽌
処

分
を

受
け

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
d 

私
的

整
理

⼿
続

き
を

定
め

て
い

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

に
お

い
て

、
私

的
整

理
⼿

続
の

適
⽤

対
象

と
る

事
業

者
や

そ
の

状
況

の
要

件
が

再
⽣

⼿
続

開
始

、
更

⽣
⼿

続
開

始
と

同
等

の
状

態
で

あ
る

こ
と

が
明

記
さ

れ
て

い
る

も
の

で
あ

っ
て

、
第

三
者

が
そ

の
⼿

続
き

を
実

施
し

て
い

る
旨

を
証

明
す

る
書

類
 

※
a、

b、
c、

dに
つ

い
て

は
、

い
ず

れ
か

e 
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）

ウ
法

⼈
の

役
員

（
「

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

」
の

法
⼈

の
代

表
者

を
除

く
。

）
を

務
め

る
会

社
等

が
、

債
務

超
過

等
※

に
な

っ
た

場
合

※
破

産
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
（

破
産

法
第

18
、

19
条

）
、

特
別

清
算

開
始

の
申

⽴
て

（
会

社
法

第
51

1
条

）
、

再
⽣

⼿
続

開
始

の
申

⽴
て

（
⺠

事
再

⽣
法

第
21

条
）

、
更

⽣
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
（

会
社

更
⽣

法
第

17
条

）
、

⾦
融

取
引

の
停

⽌

a 
破

産
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
を

⾏
っ

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
b 

特
別

清
算

開
始

の
申

⽴
て

を
⾏

っ
て

い
る

状
態

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

c 
再

⽣
⼿

続
開

始
の

申
⽴

て
を

⾏
っ

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
d 

更
⽣

⼿
続

開
始

の
申

⽴
て

を
⾏

っ
て

い
る

状
態

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

e 
⾦

融
取

引
停

⽌
処

分
を

受
け

て
い

る
状

態
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
f 

私
的

整
理

⼿
続

き
を

定
め

て
い

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

に
お

い
て

、
私

的
整

理
⼿

続
の

適
⽤

対
象

と
な

る
事

業
者

や
そ

の
状

況
の

要
件

が
破

産
⼿

続
き

開
始

、
特

別
清

算
開

始
、

再
⽣

⼿
続

開
始

、
更

⽣
⼿

続
開

始
と

同
等

の
状

態
で

あ
る

こ
と

が
明

記
さ

れ
て

い
る

も
の

で
あ

っ
て

、
第

三
者

が
そ

の
⼿

続
き

を
実

施
し

て
い

る
旨

を
証

明
す

る
書

類
 

※
a、

b、
c、

d、
e、

fに
つ

い
て

は
、

い
ず

れ
か

g 
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
不

法
⾏

為
に

起
因

す
る

経
営

悪
化

等
に

よ
る

債
務

超
過

等
で

は
な

い
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
エ

被
災

に
よ

り
就

労
が

困
難

等
と

な
っ

た
場

合
・

被
災

が
原

因
で

就
労

が
困

難
に

な
っ

た
こ

と
が

推
定

で
き

る
だ

け
の

客
観

的
な

証
明

書
（

⾃
営

業
者

が
事

業
を

実
施

す
る

店
舗

の
罹

災
証

明
書

及
び

事
業

が
休

業
中

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

な
ど

）
・

（
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
保

護
者

等
の

収
⼊

が
減

少
し

た
場

合
）

a 
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

る
収

⼊
の

減
少

が
あ

っ
た

者
を

⽀
援

対
象

と
し

て
、

国
、

地
⽅

公
共

団
体

ま
た

は
そ

の
他

の
公

的
機

関
（

独
⽴

⾏
政

法
⼈

、
認

可
法

⼈
、

特
殊

法
⼈

ま
た

は
そ

れ
ら

に
類

す
る

も
の

）
が

実
施

す
る

公
的

⽀
援

の
受

給
証

明
書

、
ま

た
は

こ
れ

に
類

す
る

も
の

と
認

め
ら

れ
る

公
的

証
明

書
等

※
公

的
⽀

援
の

受
給

証
明

書
、

ま
た

は
こ

れ
に

類
す

る
も

の
と

認
め

ら
れ

る
公

的
証

明
書

を
提

出
で

き
な

い
特

段
の

事
情

が
あ

る
場

合
は

、
所

定
の

様
式

「
公

的
⽀

援
の

証
明

書
を

提
出

で
き

な
い

場
合

の
事

情
書

」
を

提
出

す
る

。
b 

公
的

⽀
援

が
振

り
込

ま
れ

た
こ

と
が

確
認

で
き

る
通

帳
の

写
し

※
「

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

」
と

は
、

事
業

を
⾏

う
個

⼈
ま

た
は

法
⼈

（
⼀

⼈
の

代
表

者
以

外
に

他
の

役
員

（
理

事
、

取
締

役
、

執
⾏

役
、

業
務

を
執

⾏
す

る
社

員
、

監
事

も
し

く
は

監
査

役
⼜

は
こ

れ
ら

に
準

ず
る

者
）

が
な

く
、

か
つ

従
業

員
を

使
⽤

し
な

い
も

の
に

限
る

。
）

の
代

表
者

で
あ

る
こ

と
を

指
す

。

イ
法

⼈
の

役
員

（
「

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

」
の

法
⼈

の
代

表
者

を
除

く
。

）
が

、
正

当
な

理
由

に
よ

り
そ

の
職

を
辞

任
し

た
場

合

ⅰ
）

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

90
⽇

以
上

就
労

が
困

難
で

あ
る

場
合

ⅱ
）

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
就

労
が

困
難

と
な

り
役

員
を

辞
任

し
、

そ
の

後
30

⽇
以

上
就

労
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
場

合
ⅲ

）
保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

の
死

亡
、

負
傷

、
疾

病
（

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
）

の
た

め
、

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

た
め

に
役

員
を

辞
任

し
た

場
合

ⅳ
）

常
時

保
護

者
等

本
⼈

の
看

護
を

必
要

と
す

る
親

族
の

負
傷

、
疾

病
（

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

、
看

護
を

必
要

と
す

る
期

間
が

30
⽇

以
上

で
あ

る
も

の
ま

た
は

常
時

の
介

護
が

必
要

な
も

の
）

の
た

め
に

役
員

を
辞

任
し

た
場

合

ⅰ
）

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

90
⽇

以
上

就
労

が
困

難
で

あ
る

場
合

a 
医

師
に

よ
る

診
断

書
等

（
役

員
を

辞
任

し
、

そ
の

後
90

⽇
以

上
就

労
が

困
難

で
あ

る
旨

が
記

載
さ

れ
て

い
る

も
の

に
限

る
。

診
断

書
の

他
、

証
明

書
、

意
⾒

書
等

も
含

む
。

）
b 

役
員

を
辞

任
し

た
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

ⅱ
）

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
就

労
が

困
難

と
な

り
役

員
を

辞
任

し
、

そ
の

後
30

⽇
以

上
就

労
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
場

合
a 

妊
娠

・
出

産
、

育
児

の
事

実
が

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

⺟
⼦

健
康

⼿
帳

の
写

し
等

）
b 

妊
娠

・
出

産
、

育
児

に
よ

り
30

⽇
以

上
就

労
が

困
難

な
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
妊

娠
・

出
産

、
育

児
に

よ
り

30
⽇

以
上

就
労

が
困

難
な

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
）

c 
役

員
を

辞
任

し
た

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
ⅲ

）
保

護
者

等
の

⽗
も

し
く

は
⺟

の
死

亡
、

負
傷

、
疾

病
（

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
）

の
た

め
、

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

た
め

に
役

員
を

辞
任

し
た

場
合

a 
保

護
者

等
の

⽗
⺟

の
死

亡
を

証
明

す
る

書
類

、
医

師
の

診
断

書
等

（
保

護
者

等
が

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

保
護

者
等

の
⽗

も
し

く
は

⺟
の

療
養

を
必

要
と

す
る

期
間

が
90

⽇
以

上
で

あ
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

る
も

の
に

限
る

。
診

断
書

の
他

、
証

明
書

、
意

⾒
書

等
も

含
む

。
）

の
い

ず
れ

か
b 

保
護

者
等

が
⽗

も
し

く
は

⺟
を

扶
養

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
保

護
者

等
が

⽗
も

し
く

は
⺟

を
扶

養
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

を
証

明
で

き
な

い
場

合
は

、
宣

誓
書

類
で

も
可

。
）

c 
保

護
者

等
の

⽗
⺟

で
あ

る
こ

と
を

証
明

す
る

書
類

（
⼾

籍
謄

本
（

＝
⼾

籍
全

部
事

項
証

明
書

）
、

住
⺠

票
の

写
し

等
）

d 
役

員
を

辞
任

し
た

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
ⅳ

）
常

時
保

護
者

等
本

⼈
の

看
護

を
必

要
と

す
る

親
族

の
負

傷
、

疾
病

（
役

員
を

辞
任

し
、

そ
の

後
、

看
護

を
必

要
と

す
る

期
間

が
30

⽇
以

上
で

あ
る

も
の

ま
た

は
常

時
の

介
護

が
必

要
な

も
の

）
の

た
め

に
役

員
を

辞
任

し
た

場
合

a 
医

師
に

よ
る

診
断

書
等

（
保

護
者

等
の

親
族

の
看

護
を

必
要

と
す

る
期

間
が

、
保

護
者

等
が

役
員

を
辞

任
し

、
そ

の
後

30
⽇

以
上

で
あ

る
旨

が
記

載
さ

れ
て

い
る

も
の

に
限

る
。

診
断

書
の

他
、

証
明

書
、

意
⾒

書
等

も
含

む
。

）
b 

保
護

者
等

の
親

族
の

要
介

護
認

定
（

要
介

護
２

以
上

）
を

証
明

す
る

書
類

 
 

※
a、

bに
つ

い
て

は
、

ど
ち

ら
か

c 
保

護
者

等
が

親
族

を
常

時
看

護
・

介
護

す
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

保
護

者
等

が
親

族
を

常
時

看
護

・
介

護
す

る
こ

と
を

証
明

で
き

な
い

場
合

は
、

宣
誓

書
類

で
も

可
。

）
d 

保
護

者
等

の
親

族
で

あ
る

こ
と

を
証

明
す

る
書

類
（

住
⺠

票
の

写
し

等
）

e
役

員
を

辞
任

し
た

こ
と

を
証

明
す

る
書

類

②
保

護
者

等
が

事
業

を
⾏

う
個

⼈
等

で
、

負
傷

、
疾

病
に

よ
り

そ
の

営
む

事
業

を
廃

⽌
ま

た
は

休
業

し
た

場
合

、
⾃

⼰
の

責
め

に
帰

す
る

こ
と

の
で

き
な

い
理

由
に

よ
り

、
そ

の
営

む
事

業
を

廃
⽌

し
た

場
合

③
①

、
②

以
外

の
場

合
で

、
⾃

⼰
の

責
め

に
帰

す
る

こ
と

の
で

き
な

い
も

の

4



２ 家計急変事由の各証明書類について 

事由証明書類は、第三者により証明されることが原則であり、以下に示す書類を想定している。

ここに記載の無い書類でも第三者により証明されているものであり、必要な事項が確認できる場

合は、事由証明書類として認められる。

なお、事由証明書類として認めるかどうかについては、個別のケースに応じて、都道府県にお

いて適切に判断されたい。判断が容易でない場合は、必要に応じて文部科学省高校修学支援室ま

で相談すること。

※事由証明書類は基本的に申請者がオンライン申請システムに画像等の電子ファイルを添付し、

学校設置者を通じて都道府県に提出される。これによらず事由証明書類を書面で提出する場

合、原本を提出することが望ましい（「写し」と明記しているものを除く。）が、都道府県の

判断により、複写としても差し支えない。

①ア 負傷、疾病により離職または休職等し、その後90日以上就労が困難である場合 

◆家計急変事由発生日

離職の場合→ 離職した日（確認書類：b 離職があったことを証明する書類）

休職等の場合→ 休職等した日（確認書類：c 休職等していることを証明する書類）

a 医師による診断書等 

医師法第 19 条第２項※１に規定されている医師が患者に交付する診断書の他、医師による証

明書や意見書等を指す。いずれにおいても負傷、疾病によって、離職または休職等し、その後

90 日以上就労が困難である旨が記載されている必要がある。これらの入手にあたっては、保護

者等が、診断を受けた医師と相談し、就労が困難である旨とその期間を記載した診断書等の交

付を求めることとなる。 

なお、診断書等で90日以上就労が困難である旨が記載されていても、その90日間のうちに、

再就職したり、休職等から復職等して就労した場合は要件を満たさない。 

b 離職があったことを証明する書類 

以下のいずれかの書類を想定している。 

① 雇用保険被保険者離職票の写し（書類例１）

雇用保険法施行規則第 17 条第１項※２に規定されている公共職業安定所長から離職により

雇用保険被保険者ではなくなった者に対して交付される離職票を指す。雇用保険被保険者離

職票-1、2の両方を提出する。 

家計急変事由の発生日は、離職票-2「④離職年月日」欄に記載された日付である。 

② 退職証明書

労働基準法第 22 条第１項※３に規定されている使用者が労働者に交付する証明書を指す。

入手にあたっては、保護者等は勤務先に退職証明書の交付を求めることとなる。その際、保
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護者等が退職した事実及び退職年月日が記載されている必要があるので、その旨勤務先に依

頼することとなる。 

家計急変事由の発生日は、当該書類に記載された「退職年月日」である。 

 

c 休職等していることを証明する書類 

保護者等の勤務先から発行された休職証明書や休職辞令など（様式任意）であり、以下のこ

とが確認できるものを指す。 

 

・保護者等の氏名 

・保護者等が休職等していること 

・休職等した日（休職等が始まった日） 

・休職等（予定）期間（90日以上） 

 

  家計急変事由の発生日は、当該書類に記載された「休職等した日」である。 

 

①イ 自己の責めに帰することのできない理由による離職があった場合 

 

ⅰ）保護者等が被雇用者であり雇用保険に加入している場合 

 

◆家計急変事由発生日 

離職した日（確認書類：a 雇用保険受給資格者証 ※雇用保険受給資格者証を提出

できない場合は、雇用保険被保険者離職票） 

 

a 雇用保険受給資格者証の写し（書類例２） 

雇用保険法施行規則第 19 条第３項※４に規定されている受給資格者証を指す。離職者が当

該書類を入手するにあたっては、各公共職業安定所において、「求職の申し込み」をする必要

がある。その後、雇用保険の受給要件を満たしている場合には、各公共職業安定所において

開催される「雇用保険受給者初回説明会」にて当該書類が配布されることとされている。当

該書類を提出する場合は、雇用保険受給資格者証第１面を提出する。 

なお、離職理由コードについては、第１面の「12.離職理由」欄に記載される（対象となる

コードは、11(1A)、12(1B)、21(2A)、22(2B)、23(2C)、31(3A)、32(3B)、33(3C)、34(3D)である。

詳しくは家計急変対象事由一覧を参照すること。）。 

家計急変事由の発生日は、第１面「11.離職年月日」欄に記載された日付である。 

 
※雇用保険受給資格者証が発行できない特段の事情がある場合は以下１．及び２．の

書類を提出する。 

 

１．雇用保険被保険者離職票（離職年月日と離職理由コードが記載されたもの） 

①アにおける雇用保険被保険者離職票と同じ。 

雇用保険受給資格者証を提出できないため当該書類を提出する。この場合、離職理由コ
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ードは、雇用保険被保険者離職票-2の「離職区分」に記載されているものを参照する。 

対象となるコードは、11(1A)、12(1B)、21(2A)、22(2B)、23(2C)、31(3A)、32(3B)、33(3C)、

34(3D)である。詳しくは家計急変対象事由一覧を参照すること。  

家計急変事由の発生日は、離職票-2「④離職年月日」欄に記載された日付である。 

 

２．雇用保険受給資格者証を提出できない理由を記載した事情書 

「様式１」を指す。当該書類に必要事項を記入した上で、１．を添付して学校設置者へ

提出する。 

 

ⅱ）保護者等が公務員や、被雇用者であるが雇用保険に加入していない場合 

 

◆家計急変事由発生日 

離職した日（確認書類：離職があったことを証明する書類） 

 

(ｱ)妊娠・出産、育児により就労が困難となり離職し、その後 30 日以上就労すること

が困難である場合 

 

a 妊娠・出産、育児の事実があることを証明する書類（書類例３） 

以下の書類を想定している。 

 

・母子健康手帳の写し 

  母子保健法第16条※５に規定されている母子健康手帳の写しを指す。当該書類は、市

町村から妊娠の届出をした者に対して交付される。 

 なお、写しとして提出する箇所は以下のとおりである。 

 

１．妊娠から出産までの期間 

保護者等が妊娠中であること、または出産前であることを証明するものとして、

交付年月日、保護者等の氏名、出生届出済証明が未記載であることが確認できる箇

所。 

 

２．出産以降の期間 

出産後で育児期間中であることを証明するものとして、出生届出済証明が確認で

きる箇所。（市区町村長の証明が無いものは不可） 

なお、育児については子が満３歳となる前日までの間に離職した場合が対象とな

るため、母子健康手帳の写しで確認した子の年齢及び生年月日と「c 離職があった

ことを証明する書類」に記載された「退職年月日」が要件を満たしている必要があ

る。 

 

b 妊娠・出産、育児により30日以上就労が困難なことを証明する書類 

妊娠・出産、育児により 30日以上就労が困難なことを証明する必要があるが、必ずしも
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第三者によって証明することができるわけではないことから、「様式２」による宣誓書類を

提出することでこれに代えることができる。 

なお、妊娠・出産、育児により就労が困難であるとしている 30日間のうちに、再就職等

して就労した場合は要件を満たさない。 

 

c 離職があったことを証明する書類 

以下の書類を想定している。 

 

・退職辞令の写し、退職証明書 

 保護者等が公務員である場合、雇用保険被保険者とは異なり、雇用保険被保険者離職

票は提出できないため、勤務先から受領した退職辞令の写し等を提出する。 

 なお、保護者等の退職した事実及び退職年月日が確認可能である必要がある。 

 保護者等が被雇用者であるが雇用保険に加入していない場合は、退職証明書等を提出

する。(①アb②を参照） 

家計急変事由の発生日は、当該書類に記載された「退職年月日」である。 

 

(ｲ)保護者等の父もしくは母の死亡、負傷、疾病（保護者等が離職し、その後療養を

必要とする期間が90日以上）のため、保護者等が父もしくは母を扶養するために

離職した場合 

 

a 保護者等の父もしくは母の死亡を証明する書類、医師による診断書等のいずれか 

 

・戸籍謄本（＝戸籍全部事項証明書）もしくは戸籍抄本（＝戸籍個人事項証明書） 

戸籍法第 10 条※６に規定されている証明書を指す。これには父母の死亡日等が記載さ

れる。なお、戸籍謄本は、戸籍に登録されている全員について証明したものであり、戸

籍抄本は戸籍に登録されている一部の者について証明したものである。  

 

・医師による診断書等 

医師法第 19 条第２項に規定されている医師が患者に交付する診断書の他、医師による

証明書、意見書等を指す。 

いずれにおいても保護者等が離職し、その後、保護者等の父もしくは母の療養を必要

とする期間が 90 日以上である旨が記載されている必要がある。これらの入手にあたって

は、診断を受けた医師と相談し、療養が必要である旨とその期間を記載した診断書等の

交付を求めることとなる。 

 

b 保護者等が父もしくは母を扶養する必要があることを証明する書類 

当該書類については、必ずしも第三者によって証明することができるわけではないこと

から宣誓書を提出することでこれに代えることができる。なお、宣誓書については、「様式

３」を使用すること。 

なお、保護者等が父もしくは母を扶養するために離職することとなった前提である「療
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養を必要とする期間」の 90 日間のうちに、再就職等して就労した場合は要件を満たさない。 

c 保護者等の父母であることを証明する書類 

以下のいずれかの書類を想定している。 

・戸籍謄本（＝戸籍全部事項証明書）

戸籍法第 10 条に規定されている証明書を指す。保護者等と父母との関係が記載されて

いる必要がある。なお、本事由における保護者等の父母とは、一親等以内の父母（保護

者等の父母及び配偶者の父母）のことである。 

・住民票の写し

住民基本台帳法第 12 条第１項※７に規定されている住民票の写しを指す。保護者等と

父母との関係が記載されている必要がある。 

なお、戸籍謄本（＝戸籍全部事項証明書）と同じく、保護者等の父母とは、一親等以

内の父母（保護者等の父母及び配偶者の父母）のことである。 

d 離職があったことを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ。

(ｳ)常時保護者等本人の看護を必要とする親族の負傷、疾病（保護者等が離職し、そ

の後、看護を必要とする期間が30日以上であるものまたは常時の介護が必要なも

の）のために保護者等が離職した場合 

a 医師による診断書等 

医師法第 19 条第２項に規定されている医師が患者に交付する診断書の他、医師による証

明書、意見書等を指す。いずれにおいても保護者等の親族の看護を必要とする期間が、保

護者等が離職し、その後 30 日以上である旨が記載されている必要がある。これらを入手す

るには、診断を受けた医師と相談し、看護が必要である旨とその期間を記載した診断書等

の交付を求めることとなる。 

なお、常時の看護が必要であるという記載がなかった場合でも、例えば 30日以上の療養

を必要とするなどとした診断書等があり、後に示す c の書類において、保護者等が常時看

護を行うことが宣誓されていれば対象となる。 

b 保護者等の親族の要介護認定を証明する書類 

介護保険法第 27条第７項※８に規定された要介護状態区分が記載された介護保険被保険

者証を指す。 

要介護認定申請をする者は申請書類として「介護保険被保険者証」を市町村に提出する

こととされている。市町村は要介護認定を決定した場合、提出された介護保険被保険者証

に要介護状態区分を記載して返付することとなる。 

なお、家計急変支援の対象となる事由としては、要介護状態区分が「要介護２」以上で
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あることを要件としている。 

 

c 保護者等が親族を常時看護・介護することを証明する書類 

当該書類については、必ずしも第三者によって証明することができるわけではないこと

から宣誓書を提出することでこれに代えることができる。宣誓書を提出する場合は、「様式

４」を使用すること。 

なお、保護者等が親族を常時看護するために離職することとなった前提である「看護を

必要とする期間」の30日間のうちに、再就職等して就労した場合は要件を満たさない。 

 

d 保護者等の親族であることを証明する書類 

本事由では、看護・介護を必要とする親族が、保護者等の二親等以内の親族であり、か

つ、同居していることが要件となるため、基本的に、二親等以内の親族であることを証明

する書類（戸籍謄本）、同居していることを証明する書類（住民票の写し）の両方を提出す

る必要がある。但し、住民票の写しのみで、二親等以内の親族であることと、同居してい

ることの両方を証明できる場合は、住民票の写しのみで差し支えない。 

 

・戸籍謄本（＝戸籍全部事項証明書） 

基本的には①イⅱ）(ｲ)における戸籍謄本（＝戸籍全部事項証明書）と同じであるが、

本事由における「親族」とは、保護者等の二親等以内の親族を指すため、二親等以内の

親族であることが確認できる必要がある。 

 

・住民票の写し 

基本的には①イⅱ）(ｲ)における住民票の写しと同じであるが、本事由においては、親

族が保護者等と同居していることが要件であるため、本書類において同居の事実を確認

できる必要がある。 

なお、看護・介護を必要とする親族と保護者等が同居しているが、世帯分離している

などで、住民票上では同居の事実を確認できない場合は、宣誓書でも差し支えない。宣

誓書については「c 保護者等が親族を常時看護・介護することを証明する書類」にて定

める「宣誓書（様式４）」を使用すること。 

 

e離職があったことを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ 

 

②ア 負傷、疾病によりその営む事業を廃止または休業し、その後 90 日以上就労が困難

である場合 

 

◆家計急変事由発生日 

事業廃止の場合→ 事業を廃止した日（確認書類：b 事業廃止に関する書類） 

休業の場合→ 休業した日（確認書類：c 休業中であることを証明する書類） 
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a 医師による診断書等 

※①アにおける医師による診断書等と同じ。なお、診断書等で 90 日以上就労が困難である旨

が記載されていても、その 90 日間のうちに、再就職したり、休業から復業して就労した場合

は要件を満たさない。   

b 事業廃止に関する証明書類 

以下の書類を想定している。 

・個人事業の開業・廃業等届出書（書類例４）

所得税法第 229 条※９に規定されている事業を行う者がその事業を廃止した際に、税務署

長へ提出する届出書を指す。「届出の区分」欄において「廃業」欄に「・」が付いているもの

に限る。また、令和７年１月から届出書の控えへの収受日付印の押捺が行われなくなったこ

とから別途税務署から希望者に配布される届出書を収受した「日付」や「税務署名」が記載

された書類を併せて提出することとする。その書類を取得していない場合は、届出書を税務

署長へ提出した日付とその事実を宣誓する書類（任意様式）を提出することでも差し支えな

い。なお、e-Tax で申請している場合は、届出書と e-Tax で電子申告した際の受信通知の写し

を提出するものとする。 

家計急変事由の発生日は、個人事業の開業・廃業等届出書の「開業・廃業等日」欄に記載

された日付である。 

c 休業中であることを証明する書類 

当該書類については、必ずしも第三者によって証明することができるわけではないことから

宣誓書を提出することでこれに代えることができる。宣誓書を提出する場合は、「様式５」を使

用すること。 

家計急変事由の発生日は、宣誓書の「営む事業を休業した日」欄に記載された日付である。 

②イ 営む事業が債務超過等となり、その営む事業を廃止した場合 

◆家計急変事由発生日

破産手続の場合→（例）破産手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票

等の写し） 

特別清算の場合→（例）特別清算開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

いわゆる準則型の私的整理手続きで、債務超過等に当たるものとして対象とすること

ができるものの場合 

→（例）当該私的整理手続きを実施した日（確認書類：第三者が当該

私的整理手続きを実施している旨を証明する書類） 

a 破産手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

破産法第18及び第19条※１０に規定する破産手続開始の申立てを行い、破産手続中であるこ
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とが確認できる文書の写しを指す。原則、破産手続を行う中で裁判所から発行された文書に限

る。例としては、破産手続開始の申立てが裁判所に受理された際に発行される「受理票」、「受

理証明書」などが挙げられる。なお、弁護士等が代理人である場合で、申立人と代理人との関

係が提出予定の文書に明示されていない場合は、その関係がわかる他の証明書類をあわせて提

出すること。  

家計急変事由の発生日は、提出予定の文書で破産手続中であることが確認できる最も過去の

日付とする。 

※受理票（受理証明書）の場合は、記載された「受理年月日」などの受理された日付である。 

 

b 特別清算開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

会社法第511条※１１に規定する特別清算開始の申立てを行い、特別清算手続中であることが

確認できる文書の写しを指す。原則、特別清算手続を行う中で裁判所から発行された文書に限

る。例としては、特別清算開始の申立てが裁判所に受理された際に発行される「受理票」、「受

理証明書」などが挙げられる。 

なお、弁護士等が代理人である場合で、申立人と代理人との関係が提出予定の文書に明示さ

れていない場合は、その関係がわかる他の証明書類をあわせて提出すること。  

家計急変事由の発生日は、提出予定の文書で特別清算手続中であることが確認できる最も過

去の日付とする。 

※受理票（受理証明書）の場合は、記載された「受理年月日」などの受理された日付である。 

 

c 私的整理手続きを定めているガイドライン等において、私的整理手続の適用対象となる事業

者やその状況の要件が破産手続き開始、特別清算開始と同等の状態であることが明記されて

いるものであって、第三者がその手続きを実施している旨を証明する書類 

いわゆる準則型の私的整理手続きのうち、当該私的整理手続きを定めているガイドライン等

において、私的整理手続の適用対象となる事業者やその状況の要件が破産手続き開始、特別清

算開始と同等の状態であることが明記されているものであって、第三者がその手続きを実施し

ている旨を証明する書類等を指す。 

※ 現時点で対象と考えられる手続きとしては、「中小企業の事業再生等に関するガイドライ

ン」（令和４年３月（令和６年１月一部改定）中小企業の事業再生等に関する研究会）に基

づく私的整理のうち、「廃業型私的整理手続」が挙げられる。 

 

d 不法行為に起因する経営悪化等による債務超過等ではないことを証明する書類 

本事由においては、自己の責めに帰することのできない理由により債務超過等の状態になっ

た場合を想定しており、不法行為に起因する経営悪化等により債務超過等の状態になった場合

は、自己の責めに帰することのできない理由によるとは言えず、家計急変事由の対象として認

められない。 

そのため、債務超過等の状態に至った理由が不法行為に起因するものではないことを証明す

る必要があるが、当該書類については、必ずしも第三者によって証明することができるわけで

はないことから、宣誓書を提出することでこれに代えることができる。 

なお、宣誓書については、「様式６」を使用すること。 
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②ウ 妊娠・出産、育児により就労が困難となり、その営む事業を廃止し、その後 30 日

以上就労することが困難である場合 

◆家計急事由発生日

事業を廃止した日（確認書類：c 事業廃止に関する証明書類）

a 妊娠・出産、育児の事実があることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ。

b 妊娠・出産、育児により30日以上就労が困難なことを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ。なお、妊娠・出産、育児により就労が困難であると

している30日間のうちに、再就職等して就労した場合は要件を満たさない。

c 事業廃止に関する証明書類 

※②アにおける個人事業の開業・廃業等届出書と同じ。

②エ 保護者等の父もしくは母の死亡、負傷、疾病（事業を廃止し、その後療養を必要と

する期間が 90 日以上）のため、保護者等が父もしくは母を扶養するために事業を廃

止した場合、または常時保護者等本人の看護を必要とする親族の負傷、疾病（事業を

廃止し、その後、看護を必要とする期間が 30 日以上であるものまたは常時の介護が

必要なもの）のために保護者等が事業を廃止した場合 

◆家計急変事由発生日

事業を廃止した日（確認書類：事業廃止に関する証明書類）

ⅰ）保護者等が事業を行う個人等であり、保護者等の父もしくは母が死亡、負傷、疾

病（事業を廃止し、その後療養を必要とする期間が 90 日以上）した場合で、父も

しくは母を扶養するために保護者等が事業を廃止した場合 

a 保護者等の父もしくは母の死亡を証明する書類、医師による診断書等のいずれか 

※①イⅱ） (ｲ) における当該書類と同じ。

b 保護者等が父もしくは母を扶養する必要があることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｲ)における当該書類と同じ。なお、保護者等が父もしくは母を扶養するために

事業を廃止することとなった前提である「療養を必要とする期間」の 90日間のうちに、

再就職等して就労した場合は要件を満たさない。

c 保護者等の父母であることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｲ)における当該書類と同じ。

d 事業廃止に関する証明書類 
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※②アにおける個人事業の開業・廃業等届出書と同じ。 

 

ⅱ）保護者等が事業を行う個人等であり、常時保護者等本人の看護を必要とする親族

の負傷、疾病（事業を廃止し、その後、看護を必要とする期間が 30 日以上である

ものまたは常時の介護が必要なもの）のためにその営む事業を廃止した場合 

 

a 医師による診断書等 

※①イⅱ）(ｳ)における医師による診断書等と同じ。 

 

b 保護者等の親族の要介護認定を証明する書類 

※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。 

 

c 保護者等が親族を常時看護・介護することを証明する書類 

※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。なお、保護者等が親族を常時看護するために事業

を廃止することとなった前提である「看護を必要とする期間」の 30日間のうちに、再就

職等して就労した場合は要件を満たさない。 

 

d 保護者等の親族であることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。 

 

e 事業廃止に関する証明書類 

※②アにおける個人事業の開業・廃業等届出書と同じ。 

 

③ア 保護者等が事業を行う個人等の場合で、営む事業が債務超過等となった場合 

 

◆家計急変事由発生日 

再生手続の場合→（例）再生手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

更生手続の場合→（例）更生手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

金融取引停止の場合→取引停止報告に掲載された日（確認書類：一般社団法人全国銀

行協会電子交換所における取引停止報告の開示文書） 

いわゆる準則型の私的整理手続きで、債務超過等に当たるものとして対象とすること

ができるものの場合 

       →（例）当該私的整理手続きを実施した日（確認書類：第三者が当該

私的整理手続きを実施している旨を証明する書類） 

 

a 再生手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

民事再生法第 21 条※１２に規定する再生手続開始の申立てを行い、再生手続中であること

が確認できる文書の写しを指す。原則、再生手続を行う中で裁判所から発行された文書に限
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る。例としては、再生手続開始の申立てが裁判所に受理された際に発行される「受理票」、

「受理証明書」などが挙げられる。なお、弁護士等が代理人である場合で、申立人と代理人

との関係が提出予定の文書に明示されていない場合は、その関係がわかる他の証明書類をあ

わせて提出すること。  

家計急変事由の発生日は、提出予定の文書で再生手続中であることが確認できる最も過去

の日付とする。 

※受理票（受理証明書）の場合は、記載された「受理年月日」などの受理された日付であ

る。 

 

b 更生手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

会社更生法第 17 条※１３に規定する更生手続開始の申立てを行い、更生手続中であること

が確認できる文書の写しを指す。原則、更生手続を行う中で裁判所から発行された文書に限

る。例としては、更生手続開始の申立てが裁判所に受理された際に発行される「受理票」、

「受理証明書」などが挙げられる。なお、弁護士等が代理人である場合で、申立人と代理人

との関係が提出予定の文書に明示されていない場合は、その関係がわかる他の証明書類をあ

わせて提出すること。 

家計急変事由の発生日は、提出予定の文書で更生手続中であることが確認できる最も過去

の日付とする。 

※受理票（受理証明書）の場合は、記載された「受理年月日」などの受理された日付であ

る。 

 

c 金融取引停止処分を受けている状態を証明する書類 

以下の書類を想定している。 

 

・一般社団法人全国銀行協会電子交換所における取引停止報告の開示文書 

一般社団法人全国銀行協会電子交換所における取引停止報告の開示文書※１４を指す。

取引停止処分に付され、同電子交換所における取引停止報告に掲載された場合、振出人は

同電子交換所に対して、当該取引停止報告に関しての開示請求をすることができる。 

    家計急変事由の発生日は、一般社団法人全国銀行協会電子交換所から開示された書類に    

記載された「取引停止報告書に記載された日」である。 

 

d 私的整理手続きを定めているガイドライン等において、私的整理手続の適用対象となる事

業者やその状況の要件が再生手続き開始、更生手続開始と同等の状態であることが明記さ

れているものであって、第三者がその手続きを実施している旨を証明する書類 

いわゆる準則型の私的整理手続きのうち、当該私的整理手続きを定めているガイドライン

等において、私的整理手続の適用対象となる事業者やその状況の要件が再生手続開始、更生

手続開始と同等の状態であることが明記されているものであって、第三者がその手続きを実

施している旨を証明する書類等を指す。 

※ 現時点で対象と考えられる手続きとしては、「中小企業の事業再生等に関するガイドラ

イン」（令和４年３月（令和６年１月一部改定）中小企業の事業再生等に関する研究会）
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に基づく私的整理のうち、「廃業型私的整理手続」が挙げられる。 

 

e 不法行為に起因する経営悪化等による債務超過等ではないことを証明する書類 

※②イにおける当該書類と同じ。 

 

③イ 法人の役員（「事業を行う個人等」の法人の代表者を除く。）が、正当な理由により

その職を辞任した場合 

 

◆家計急変事由発生日 

役員を辞任した日（確認書類：役員を辞任したことを証明する書類） 

 

ⅰ）負傷、疾病により役員を辞任し、その後90日以上就労が困難である場合 

 

a 医師による診断書等 

※①アにおける医師による診断書等と同じ。なお、診断書等で 90 日以上就労が困難である

旨が記載されていても、その 90日間のうちに、再就職等して就労した場合は要件を満た

さない。 

 

b 役員を辞任したことを証明する書類 

以下の書類を想定している。 

 

・役員を辞任したことを証明する書類 

役員を辞任したことを証明する書類を指す。役員を務めていた企業等が作成した書類で、

以下について確認できる必要がある。なお、様式は任意のもので差し支えない。  

 
・辞任した役員が保護者等であること 

・役員を辞任した日付 

 
なお、役員の辞任を申し出た書類（「辞任届」等）及び当該法人の登記事項証明書（全部

事項証明書）で当該役員の変更が確認できる場合でも、それらを合わせて辞任したことの

証明とすることができる。 

家計急変事由の発生日は、提出された書類に記載された「役員を辞任した日付」である。 

 

ⅱ）妊娠・出産、育児により就労が困難となり役員を辞任し、その後 30 日以上就労す

ることが困難である場合 

 

a 妊娠・出産、育児の事実があることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ。なお、妊娠・出産、育児により就労が困難である

としている30日間のうちに、再就職等して就労した場合は要件を満たさない。 
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b 妊娠・出産、育児により30日以上就労が困難なことを証明する書類 

※①イⅱ）(ｱ)における当該書類と同じ。

c 役員を辞任したことを証明する書類 

※③イⅰ）における役員を辞任したことを証明する書類と同じ。

ⅲ）保護者等の父もしくは母の死亡、負傷、疾病（役員を辞任し、その後療養を必要

とする期間が 90 日以上）のため、保護者等が父もしくは母を扶養するために役員

を辞任した場合 

a 保護者等の父もしくは母の死亡を証明する書類、医師による診断書等のいずれか 

※①イⅱ）(ｲ)における当該書類と同じ。

b 保護者等が父もしくは母を扶養する必要があることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｲ)における当該書類と同じ。なお、保護者等が父もしくは母を扶養するために

役員を辞任することとなった前提である「療養を必要とする期間」の 90日間のうちに、

再就職等して就労した場合は要件を満たさない。

c 保護者等の父母であることを証明する書類 

※①イⅱ）(ｲ)における当該書類と同じ。

d 役員を辞任したことを証明する書類 

※③イⅰ）における役員を辞任したことを証明する書類と同じ。

ⅳ）常時保護者等本人の看護を必要とする親族の負傷、疾病（役員を辞任し、その後、

看護を必要とする期間が 30 日以上であるものまたは常時の介護が必要なもの）の

ために役員を辞任した場合 

a 医師による診断書等 

※①イⅱ）(ｳ)における医師による診断書等と同じ。

b 保護者等の親族の要介護認定を証明する書類 

※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。

c 保護者等が親族を常時看護・介護することを証明する書類 

※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。なお、保護者等が親族を常時看護するために役員

を辞任することとなった前提である「看護を必要とする期間」の 30日間のうちに、再就

職等して就労した場合は要件を満たさない。

d 保護者等の親族であることを証明する書類 
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※①イⅱ）(ｳ)における当該書類と同じ。

e 役員を辞任したことを証明する書類 

※③イⅰ）における役員を辞任したことを証明する書類と同じ。

③ウ 法人の役員（「事業を行う個人等」の法人の代表者を除く。）を務める会社等が、債

務超過等になった場合 

◆家計急変事由発生日

破産手続の場合→（例）破産手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

特別清算の場合→（例）特別清算開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

再生手続の場合→（例）再生手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

更生手続の場合→（例）更生手続開始の申立てが受理された日（確認書類：受理票等

の写し） 

金融取引停止の場合→取引停止報告に掲載された日（確認書類：一般社団法人全国銀

行協会電子交換所における取引停止報告の開示文書） 

a 破産手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

※②イにおける当該書類と同じ。

b 特別清算開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

※②イにおける当該書類と同じ。

c 再生手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

※③アにおける当該書類と同じ。

d 更生手続開始の申立てを行っている状態であることを証明する書類 

※③アにおける当該書類と同じ。

e 金融取引停止処分を受けている状態を証明する書類 

※③アにおける当該書類と同じ。

f 私的整理手続きを定めているガイドライン等において、私的整理手続の適用対象となる事業

者やその状況の要件が破産手続き開始、特別清算開始、再生手続開始、更生手続開始と同等

の状態であることが明記されているものであって、第三者がその手続きを実施している旨を

証明する書類 

いわゆる準則型の私的整理手続きのうち、当該私的整理手続きを定めているガイドライン等
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において、私的整理手続の適用対象となる事業者やその状況の要件が破産手続き開始、特別清

算開始、再生手続開始、更生手続開始と同等の状態であることが明記されているものであって、

第三者がその手続きを実施している旨を証明する書類等を指す。 

※ 現時点で対象と考えられる手続きとしては、「中小企業の事業再生等に関するガイドライ

ン」（令和４年３月（令和６年１月一部改定）中小企業の事業再生等に関する研究会）に基

づく私的整理のうち、「廃業型私的整理手続」が挙げられる。 

 

g 不法行為に起因する経営悪化等による債務超過等ではないことを証明する書類 

※②イにおける当該書類と同じ。 

 

③エ 被災により就労が困難等となった場合 

 

 本事由では、被災により就労が困難となった場合、新型コロナウイルス感染症の影響に

より保護者等の収入が減少した場合に分けて記載している。 

 

（被災により就労が困難となった場合） 

 ◆家計急変事由発生日 

被災した日（確認書類：①罹災証明書※以下の（例）の場合） 

 

・被災が原因で就労が困難となったことを証明する書類 

これについては、被災が原因で就労が困難になったことが推定できるだけの客観的な証明書

類を提出する必要があり、案件によって個別具体的に判断する。提出された事由証明書類の判

断が容易でない場合は、文部科学省高校修学支援室まで相談すること。 

 

（例）保護者等が自営業者であり、自営業者が事業を実施する店舗が、地震、水害、火事等に

より被災し、当面の間、事業を実施できないほどの物理的な被害を受けて休業する場合 

 

① 罹災証明書 

保護者等が自営業者として事業を実施する店舗が被災したことを証明する書類として罹災

証明書を提出する。入手するにあたっては、市町村、消防署に相談することとなる。 

家計急変事由の発生日は、提出された書類の「罹災年月日」である。 

 

② 休業中であることを証明する書類 

※②アにおける当該書類と同じ。 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響により保護者等の収入が減少した場合） 

◆家計急変事由発生日 

公的支援の決定日等 

（確認書類：a 新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少があった者等を支

援対象として、国、地方公共団体またはその他の公的機関（独立行政法人、認可法
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人、特殊法人またはそれらに類するもの）が実施する公的支援の受給証明書、また

はこれに類するものと認められる公的証明書等） 

 

※公的支援の証明書を提出できない特段の事情がある場合 

 公的支援が振り込まれた日（確認書類：ｂ公的支援が振り込まれたことが確認でき

る通帳の写し） 

 

a 新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少があった者を支援対象として、国、地方

公共団体またはその他の公的機関（独立行政法人、認可法人、特殊法人またはそれらに類する

もの）が実施する公的支援の受給証明書、またはこれに類するものと認められる公的証明書等 

 

具体的には以下の表に挙げる公的支援が対象となるが、表に記載のない公的支援であっても、 

以下の（ア）～（ウ）すべてを満たす公的支援（例：貸付、給付、猶予、減免）を対象とする。 

 

（ア）国、地方公共団体またはその他の公的機関（独立行政法人、認可法人、特殊法人または

それらに類するもの）が実施しているもの。 

（イ）新型コロナウイルス感染症の影響に対する公的支援の制度として新設されたもの、拡充

されたもの、あるいは新型コロナウイルス感染症の影響であることを申込事由の一つと

して認めているもの。 

（ウ）当該公的支援を必要としている者の収入等が減少したことを要件としており、審査を行

ったうえで、支援の対象として認めているもの。 

 

以下は対象になり得る公的支援の例であるが、これ以外に（ア）～（ウ）すべてを満たすも

のについて、判断が容易でない場合は、必要に応じて文部科学省高校修学支援室まで相談する

こと。 
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家計急変事由の発生日は、提出された証明書類で確認できる「保護者等の収入等が減少した

ことをもって公的支援の対象と決定された日」である。同一の書類で複数の日付が確認できる

場合は、基本的には最も古い日付を家計急変事由の発生日とすることが考えられる。 

 

※公的支援の受給証明書、またはこれに類するものと認められる公的証明書を提出できない

特段の事情がある場合は、「様式７ 公的支援の証明書を提出できない場合の事情書」を提

出することで、これに代えることとする。ただし、納付や徴収が猶予される公的支援を受

けた場合において、証明書類として事情書の提出を認めた場合、後述のとおり証明書類が

事情書のみとなり、家計急変が発生したことを客観的に確認することが困難となる。この

ため、納付や徴収が猶予される公的支援を受けた場合においては、公的証明書を提出でき

ない特段の事情がある場合であっても、事情書での対応は認めない。 

制度名 主な実施機関 証明書類例

1
・新型コロナウイルス感染症特別貸付
・⼩規模事業者経営改善資⾦（新型コロナウイルス対策マル経融
資）

⽇本政策⾦融公庫

2
・⽣活衛⽣新型コロナウイルス感染症特別貸付
・⽣活衛⽣改善貸付（新型コロナウイルス対策衛経）
・新型コロナウイルス感染症に係る衛⽣環境激変対策特別貸付

⽇本政策⾦融公庫

3 ・⼩規模企業共済の特例緊急経営安定貸付
（独）中⼩企業基盤整
備機構

4 ・⼩学校休業等対応⽀援⾦（委託を受ける個⼈向け） 都道府県労働局

5 ・新型コロナウイルス感染症対応休業⽀援⾦・給付⾦ 厚⽣労働省

6 ・持続化給付⾦
経済産業省
中⼩企業庁

7 ・家賃⽀援給付⾦
経済産業省
中⼩企業庁

8 ・⽉次⽀援⾦
経済産業省
中⼩企業庁

⽀給決定通知書、給付
決定通知書等

※これ以外の書類で
あっても、新型コロナ
ウイルス感染症の影響
により当該公的⽀援を
受けたことが確認でき
る場合は、事由証明書
類として認められる。

借⽤証書、貸付決定通
知書等

※これ以外の書類で
あっても、新型コロナ
ウイルス感染症の影響
により当該公的⽀援を
受けたことが確認でき
る場合は、事由証明書
類として認められる。
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b 公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写し 

aの証明書類に加えて、公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写しを提出する。通

帳の口座名義、公的支援の振込元、振込日が確認できる箇所の写しを提出すること。 

なお、aの証明書類として納付や徴収が猶予される公的支援の証明書を提出する場合は、通帳

の写しの提出は不要である。 

a の証明書類を提出できない特段の事情があり、「様式７ 公的支援の証明書を提出できない

場合の事情書」を提出する場合の家計急変事由の発生日は、通帳の写しに記載された「振込日」

とする。 
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（※１～１４について）

※１医師法第19条第２項

診察若しくは検案をし、又は出産に立ち会った医師は、診断書若しくは検案書又は出生証明書若しくは死産証

書の交付の求があった場合には、正当の事由がなければ、これを拒んではならない。 

※２雇用保険法施行規則第17条第１項

公共職業安定所長は、次の各号に掲げる場合においては、離職票を、離職したことにより被保険者でなくなっ

た者に交付しなければならない。ただし、その者の住所又は居所が明らかでないためその他やむを得ない理由の

ため離職票を交付することができないときは、この限りでない。 

一 資格喪失届により被保険者でなくなったことの確認をした場合であって、事業主が当該資格喪失届に離職証

明書を添えたとき。 

二 資格喪失届により被保険者でなくなったことの確認をした場合であって、当該被保険者であった者から前条

の規定による離職証明書を添えて請求があったとき。 

三 第八条の規定による確認の請求により、又は職権で被保険者でなくなつたことの確認をした場合であつて、

当該被保険者であつた者から前条の規定による離職証明書を添えて請求があつたとき 

※３労働基準法第22条第１項

労働者が、退職の場合において、使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃金又は退職の事由（退職

の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む。）について証明書を請求した場合においては、使用者は、遅

滞なくこれを交付しなければならない。 

※４雇用保険法施行規則第19条第３項

管轄公共職業安定所の長は、離職票を提出した者が、法第十三条第一項（同条第二項において読み替えて適用

する場合を含む。次項において同じ。）の規定に該当すると認めたときは、法第十五条第三項の規定によりその

者が失業の認定を受けるべき日（以下この節において「失業の認定日」という。）を定め、その者に知らせると

ともに、受給資格者証（個人番号カードを提示して第一項の規定による提出をした者であつて、雇用保険受給資

格通知（当該者の氏名、被保険者番号（直近に交付された被保険者証に記載されている被保険者番号をいう。以

下同じ。）、性別、生年月日、離職理由、基本手当日額（法第十六条の規定による基本手当の日額をいう。以下同

じ。）、所定給付日数（法第二十二条第一項に規定する所定給付日数をいう。以下同じ。）、給付に係る処理状況そ

の他の職業安定局長が定める事項を記載した通知をいう。以下「受給資格通知」という。）の交付を希望するも

のにあつては、受給資格通知）に必要な事項を記載した上、交付しなければならない。 

※５母子保健法第16条

市町村は、妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を交付しなければならない。 

２ 妊産婦は、医師、歯科医師、助産師又は保健師について、健康診査又は保健指導を受けたときは、その都

度、母子健康手帳に必要な事項の記載を受けなければならない。乳児又は幼児の健康診査又は保健指導を受

けた当該乳児又は幼児の保護者についても、同様とする。 

３ 母子健康手帳の様式は、厚生労働省令で定める。 

４ 前項の厚生労働省令は、健康診査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 
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※６戸籍法第10条  

 戸籍に記載されている者（その戸籍から除かれた者（その者に係る全部の記載が市町村長の過誤によつてされ

たものであつて、当該記載が第二十四条第二項の規定によつて訂正された場合におけるその者を除く。）を含む。）

又はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属は、その戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する

証明書（以下「戸籍謄本等」という。）の交付の請求をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の請求が不当な目的によることが明らかなときは、これを拒むことができる。 

３ 第一項の請求をしようとする者は、郵便その他の法務省令で定める方法により、戸籍謄本等の送付を求める

ことができる。 

 

※７住民基本台帳法第12条第１項 

市町村が備える住民基本台帳に記録されている者（当該市町村の市町村長がその者が属していた世帯について

世帯を単位とする住民票を作成している場合にあつては、当該住民票から除かれた者（その者に係る全部の記載

が市町村長の過誤によつてされ、かつ、当該記載が消除された者を除く。）を含む。次条第一項において同じ。）

は、当該市町村の市町村長に対し、自己又は自己と同一の世帯に属する者に係る住民票の写し（第六条第三項の

規定により磁気ディスクをもつて住民票を調製している市町村にあつては、当該住民票に記録されている事項を

記載した書類。以下同じ。）又は住民票に記載をした事項に関する証明書（以下「住民票記載事項証明書」とい

う。）の交付を請求することができる。 

 

※８介護保険法第27条第７項 

 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結果に基づき、要介護認定をした

ときは、その結果を当該要介護認定に係る被保険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、

次に掲げる事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

１ 該当する要介護状態区分 

２ 第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見 

 

※９所得税法第229条 

居住者又は非居住者は、国内において新たに不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を開始し、又

は当該事業に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものを設け、若しくはこれらを移転し若しくは廃止した

場合には、財務省令で定めるところにより、その旨その他必要な事項を記載した届出書を、その事実があつた日

から一月以内に、税務署長に提出しなければならない。 

 

※１０破産法第18条 

債権者又は債務者は、破産手続開始の申立てをすることができる。 

２ 債権者が破産手続開始の申立てをするときは、その有する債権の存在及び破産手続開始の原因となる事実を

疎明しなければならない。 

第19条  

次の各号に掲げる法人については、それぞれ当該各号に定める者は、破産手続開始の申立てをすることができる。 
一 一般社団法人又は一般財団法人 理事 
二 株式会社又は相互会社（保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第五項に規定する相互会社をいう。第百

五十条第六項第三号において同じ。） 取締役 
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三 合名会社、合資会社又は合同会社 業務を執行する社員

２ 前項各号に掲げる法人については、清算人も、破産手続開始の申立てをすることができる。

３ 前二項の規定により第一項各号に掲げる法人について破産手続開始の申立てをする場合には、理事、取締役、

業務を執行する社員又は清算人の全員が破産手続開始の申立てをするときを除き、破産手続開始の原因となる事

実を疎明しなければならない。

４ 前三項の規定は、第一項各号に掲げる法人以外の法人について準用する。

５ 法人については、その解散後であっても、残余財産の引渡し又は分配が終了するまでの間は、破産手続開始

の申立てをすることができる。

※１１会社法第511条

債権者、清算人、監査役又は株主は、特別清算開始の申立てをすることができる。 

２ 清算株式会社に債務超過の疑いがあるときは、清算人は、特別清算開始の申立てをしなければならない。 

※１２民事再生法第21条

債務者に破産手続開始の原因となる事実の生ずるおそれがあるときは、債務者は、裁判所に対し、再生手続開

始の申立てをすることができる。債務者が事業の継続に著しい支障を来すことなく弁済期にある債務を弁済する

ことができないときも、同様とする。 

２ 前項前段に規定する場合には、債権者も、再生手続開始の申立てをすることができる。 

※１３会社更生法第17条

株式会社は、当該株式会社に更生手続開始の原因となる事実（次の各号に掲げる場合のいずれかに該当する事

実をいう。）があるときは、当該株式会社について更生手続開始の申立てをすることができる。 

 一・二 （略） 

２ 株式会社に前項第一号に掲げる場合に該当する事実があるときは、次に掲げる者も、当該株式会社について

更生手続開始の申立てをすることができる。 

一・二（略） 

※１４一般社団法人全国銀行協会電子交換所規則第42条

不渡報告に掲載された者について、その不渡情報登録に係る手形の交換日から起算して６か月後の応当日の前

日までの日（応当日がない場合には月末日とする。）を交換日とする手形に係る２回目の不渡情報登録が行われ

たときは、次の各号に掲げる場合を除き、取引停止処分に付するものとし、交換日から起算して４営業日目にこ

れを取引停止報告に掲載して参加銀行へ通知する。 
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（書類例１） 

・雇用保険被保険者離職票-1（第 1面、第 2面） 
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・雇用保険被保険者離職票-2 
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（書類例２）

・雇用保険受給資格者証（第 1面、第 2面）
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（書類例３）

・母子健康手帳（交付年月日等が記載された箇所）
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・母子健康手帳（出生届出済証明が記載された箇所）
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（書類例４） 

・個人事業の開業・廃業等届出書 
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様式１

支給権者名称 殿 【記入日】

（かな）

年 月 日

（かな）

□雇用保険受給資格者証の発行ができません

□雇用保険の手続き中です

（詳細）

　受給資格決定日： 　　年　　　月　　　日

　雇用保険受給者初回説明会： 　　年　　　月　　　日

※１　「受給資格決定日」とはハローワークで離職票の提出と求職の申込みを行った日です。

以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印を付してください。

□この事情書の記載内容は、事実に相違ありません。
□この事情書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100
万円以下の罰金等に処されることがあることを承知しています。

雇用保険受給資格者証を提出できない場合の事情書

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

離職した
保護者等の氏名

　　雇用保険受給資
　　格者証を提出で
　　きない事情

※いずれかにレ印
　　を付け、事情を詳
　　細に記入してくだ
　　さい。

（詳細）特殊な事情により雇用保険受給資格者証がハローワークより発行されない場合、その事情を詳細に記入し
てください。未記入や、特殊事情がない場合（手続きをしていない等）は認められません。

　現在、雇用保険の手続き中であり、雇用保険受給資格者証発行前のため、本事情書と雇用保
険被保険者離職票のコピーを提出します。
　なお、雇用保険受給資格者証は、雇用保険受給者初回説明会で発行される見込みです。追っ
て、【支給権者名称】より雇用保険受給資格者証の提出を求められた場合は、速やかに提出し
ます。

年　　　月　　　日
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様式２

支給権者名称 殿 【記入日】

年 月 日

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この宣誓書の記載内容は、事実に相違ありません。
□（妊娠・出産、育児）※１により就労が困難となり離職等し、その後30日以上就労が困難であることを宣誓します。
※１「妊娠・出産」、「育児」のどちらかに〇を付けてください。
□離職等した日から30日間のうちに再就職するなど就労をした場合は家計急変事由に該当しないことを承知しています。
また、当該期間内に再就職するなど就労をした場合は速やかに申し出ます。

□この宣誓書の他、必要な事由証明書類を添付します。
□この宣誓書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰金
等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

年　　　月　　　日

（育児※の場合）　※子が満３歳となる前日までに離職等した場合に限る
□出産日の翌日から８週以内であるため
□その他の理由（以下に詳細を記入してください）
例：病弱な傾向があり、また、夫も単身赴任中のため、当面は継続的な就労が困難なため

就労が困難であることの
理由
※□にレ印を付してくだ
さい。また、「その他の
理由」の場合は、詳細を
記入してください。

妊娠・出産、育児により就労が困難なことの宣誓書

（かな）

（妊娠・出産の場合）
□（多胎妊娠以外の場合）離職等日が出産予定日の６週前以内であるため、あるいは、離職等日から３０日以内に出産予
定日の６週前となるため
□（多胎妊娠の場合）離職等日が出産予定日の１４週前以内であるため、あるいは、離職等日から３０日以内に出産予定
日の１４週前となるため
□その他の理由（以下に詳細を記入してください）
例：悪阻がひどく、就労や出勤移動を継続的に行うことが困難なため

（出産、育児の場合）
子の氏名

子の年齢※申請時点

満　　　歳

妊娠・出産、育児のため
就労が困難となった（離

職等した）日付

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

離職（事業を廃止、役員
を辞任※以下「離職等」

と言う。）した
保護者等の氏名
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様式３

支給権者名称等 殿 【記入日】

年 月 日

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この宣誓書の記載内容は、事実に相違ありません。
□父（母）の（死亡・負傷、疾病）※２により母（父）を扶養することとなったことを宣誓します。
※２「死亡」、「負傷、疾病」のどちらかに〇を付けてください。

　また、当該期間内に再就職するなど就労をした場合は速やかに申し出ます。
□この宣誓書の他、必要な事由証明書類を添付します。

年　　　月　　　日

父もしくは母を扶養することの宣誓書

（かな）

扶養※１される者の氏名

保護者等との続柄

父もしくは母を扶養する
こととなった日（離職等

した日）（西暦）

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

離職（事業を廃止、役員
を辞任※以下「離職等」
と言う。）した保護者等

の氏名

□この宣誓書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰金
等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

※１「扶養」とは、税法上や社会保険上の「扶養」ではなく、助け養うことを意味する。（生活面の面倒をみることや身の回りの世話をすることな
ど）

□負傷、疾病により父（母）を扶養していて、離職等した日から90日間のうちに再就職するなど就労をした場合は家計急変事由に該当
しないことを承知しています。

父もしくは母を扶養する
こととなった経緯や状況
について
※□にレ印を付した上
で、詳細欄に詳しい経緯
や状況を記入してくださ
い。

（詳細）

□父（母）が死亡し、母（父）を扶養する必要があるため、自身が扶養することとなった
□父（母）の負傷、疾病により、90日以上の療養が必要となったため、自身が扶養することとなった
□その他の理由
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様式４

支給権者名称等 殿 【記入日】

年 月 日

年 月 日

※１「親族」とは、保護者等と同居しており、二親等以内の親族に限る。
※２「常時の介護」とは、介護保険制度における要介護認定の要介護２以上を指す。

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この宣誓書の記載内容は、事実に相違ありません。
□（親族の負傷、疾病のため常時看護・常時の介護が必要な親族を介護）※３することとなったことを宣誓します。
※３「親族の負傷、疾病のため常時看護」、「常時の介護が必要な親族を介護」のどちらかに〇を付けてください。

　また、当該期間内に再就職するなど就労をした場合は速やかに申し出ます。
□この宣誓書の他、必要な事由証明書類を添付します。

年　　　月　　　日

親族を看護・介護することの宣誓書

（かな）
常時看護・介護される親

族※１の氏名

保護者等との続柄

親族を常時看護・介護す
ることとなった日（離職
等した日）（西暦）

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

離職（事業を廃止、役員
を辞任※以下「離職等」
と言う。）した保護者等

の氏名

□この宣誓書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰
金等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

□負傷、疾病により親族を常時看護していて、離職等した日から30日間のうちに再就職するなど就労をした場合は家計急変事由に該
当しないことを承知しています。

親族を常時看護もしくは
介護することとなった経
緯や状況について
※□にレ印を付した上
で、詳細欄に詳しい経緯
や状況を記入してくださ
い。

（詳細）

□親族の負傷、疾病のため30日以上の常時の看護が必要となり、自身が看護を行うこととなった
□常時の介護※２が必要な親族の介護を、自身が行うこととなった
□その他の理由

同居の事実について
※住民票の写しで同居の
事実が確認できない場合

□看護もしくは介護される親族と同居していることを宣誓します。
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様式５

支給権者名称等 殿 【記入日】

年 月 日

年 月 日

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印を付してください。

□この宣誓書の記載内容は、事実に相違ありません。
□自身が営む事業は、休業中であることを宣誓します。

　また、当該期間内に復業するなど就労をした場合は速やかに申し出ます。
□この宣誓書の他、必要な事由証明書類を添付します。

年　　　月　　　日

営む事業が休業中であることの宣誓書

休業期間終了予定日
（西暦）

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

事業を営む保護者等の氏
名

営む事業を休業した日
（西暦）

□この宣誓書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰金
等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

□負傷・疾病の場合、休業した日から90日間のうちに復業するなど就労をした場合は家計急変事由に該当しないことを承知していま
す。
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様式６

支給権者名称等 殿 【記入日】

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印を付してください。

□この宣誓書の記載内容は、事実に相違ありません。
□上記のとおり、不法行為に起因する経営悪化等による債務超過等ではないことを宣誓します。
□この宣誓書の他、必要な事由証明書類を添付します。
□この宣誓書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰金
等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

自身が営む事業が、
□破産手続開始の申立てを行っている状態
□特別清算開始の申立てを行っている状態
□再生手続開始の申立てを行っている状態
□更生手続開始の申立てを行っている状態
□金融取引停止処分を受けている状態

であるが、これは自身による不法行為に起因する経営悪化等によるものではありません。

債務超過等の状況
について

※□にレ印を付してくだ
さい。

※保護者等が法人の役員
である場合に記入してく

ださい。

役員を務める会社等が、
□破産手続開始の申立てを行っている状態
□特別清算開始の申立てを行っている状態
□再生手続開始の申立てを行っている状態
□更生手続開始の申立てを行っている状態
□金融取引停止処分を受けている状態

であるが、これは自身による不法行為に起因する経営悪化等によるものではありません。

事業を営む（法人の役員
である）保護者等の氏名

債務超過等の状況
について

※□にレ印を付してくだ
さい。

※保護者等自身が事業を
営んでいる場合に記入し

てください。

年　　　月　　　日

不法行為に起因する経営悪化等による債務超過等ではないことの宣誓書

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日
（西暦）
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様式７

支給権者名称等 殿 【記入日】

年 月 日

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この事情書の記載内容は、事実に相違ありません。
□公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写しを添付します。

□この事情書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた場合は、不正利得の徴収や３年以下の懲役又は100万円以下の罰金
等に処されることがあることを承知しています。

（かな）

（かな）

※　公的支援が振り込まれた日付（通帳の写しの日付との一致を確認してください。)

事情記入欄
※公的支援の証明書を提
出できない事情を記入し

てください。

給付等を受けた
公的支援の名称

（例）新型コロナウイルス感染症特別貸付

公的支援の証明書を提出できない事情については、以下のとおりです。

□公的支援の証明書に代えてこの事情書を提出する場合は、公的支援の証明書を提出する場合と比べて、審査に時間を要することがあ
ることを了承します。

年　　　月　　　日

公的支援の証明書を提出できない場合の事情書

家計急変事由発生日※

生徒の氏名

生徒が在学する
　学校の名称

生徒の生年月日（西暦）

家計急変事由が生じた保
護者等の氏名
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復
職

（
例

１
０

、
１

１
を

除
く
）

・
診

断
書

等
の

日
付

は
各

月
１

日
付

※
１

複
数

の
診

断
書

等
に

よ
り

、
結

果
的

に
連

続
す

る
９

０
日

以
上

就
労

困
難

で
あ

っ
た

場
合

に
つ

い
て

複
数

の
診

断
書

等
に

よ
り

、
結

果
的

に
連

続
す

る
９

０
日

以
上

就
労

困
難

で
あ

っ
た

こ
と

が
明

ら
か

に
な

る
場

合
は

、
家

計
急

変
事

由
に

該
当

す
る

が
、

休
職

し
た

時
点

（
こ

の
例

の
場

合
は

５
月

１
日

）
で

は
、

申
請

は
で

き
な

い
。

こ
の

場
合

、
申

請

で
き

な
か

っ
た

こ
と

は
や

む
を

得
な

い
理

由
が

あ
っ

た
も

の
と

し
て

、
家

計
急

変
事

由
の

発
生

日
で

あ
る

休
職

日
を

申
請

日
と

み
な

し
て

差
し

支
え

な
い

。

※
２

以
前

取
得

し
た

診
断

書
等

と
、

新
た

に
取

得
し

た
診

断
書

等
に

記
載

さ
れ

た
就

労
困

難
な

期
間

が
、

連
続

し
て

い
な

い
場

合
に

つ
い

て

例
８

の
よ

う
に

、
就

労
困

難
な

期
間

が
連

続
し

て
い

な
い

場
合

は
対

象
と

な
ら

な
い

が
、

別
の

診
断

書
等

を
新

た
に

取
得

し
て

、
複

数
の

診
断

書
等

に
よ

り
、

家
計

急
変

事
由

の
発

生
日

か
ら

結
果

的
に

連
続

す
る

９
０

日
以

上
就

労
困

難
で

あ
っ

た

こ
と

が
明

ら
か

に
で

き
れ

ば
対

象
と

な
る

場
合

が
あ

る
。

ま
た

、
そ

れ
が

対
象

と
し

て
認

め
ら

れ
る

場
合

は
、
※

１
の

と
お

り
、

や
む

を
得

な
い

理
由

が
あ

っ
た

も
の

と
し

て
、

家
計

急
変

事
由

の
発

生
日

で
あ

る
休

職
日

を
申

請
日

と
み

な
し

て
差

し
支

え
な

い
。

※
３

診
断

書
等

で
９

０
日

以
上

就
労

が
困

難
で

あ
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

て
も

、
そ

の
９

０
日

間
の

う
ち

に
休

職
か

ら
復

職
し

て
就

労
し

た
場

合
は

要
件

を
満

た
さ

な
い

（
退

職
し

て
、

再
就

職
し

た
場

合
も

同
様

）
。

凡
例

診
断

書
等

で
就

労
困

難
で

あ
る

旨
記

載
さ

れ
て

い
る

期
間

新
た

に
取

得
し

た
診

断
書

等
で

就
労

困
難

で
あ

る
旨

記
載

さ
れ

て
い

る
期

間

診
断

書
等

で
の

証
明

が
不

足
し

て
い

る
期

間

各
例

は
、

診
断

書
等

に
お

け
る

就
労

困
難

な
旨

の
記

載
が

月
単

位
で

記
載

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

想
定

し
た

例
で

あ
る

。

３　診断書等の具体例
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6/
1

診
断

書
等

の
具

体
例

②
（
入

学
前

に
家

計
急

変
事

由
が

発
生

し
て

い
る

例
）
　

※
１

　
５

月
１

日
付

休
職

（
以

降
、

休
職

が
継

続
中

）
　

４
月

１
日

付
入

学

　
５

月
１

日
付

休
職

　
８

月
１

日
付

復
職

　
４

月
１

日
付

入
学

　
５

月
１

日
付

休
職

　
８

月
１

日
付

復
職

　
１

１
月

１
日

付
休

職
　

２
月

１
日

付
復

職
　

４
月

１
日

付
入

学

　
５

月
１

日
付

休
職

　
８

月
１

日
付

復
職

　
１

１
月

１
日

付
休

職
　

１
月

１
日

付
復

職
　

４
月

１
日

付
入

学

　
５

月
１

日
付

休
職

（
以

降
、

休
職

が
継

続
中

）
　

４
月

１
日

付
入

学

　
５

月
１

日
付

休
職

（
以

降
、

休
職

が
継

続
中

）
　

４
月

１
日

付
入

学

　
５

月
１

日
付

休
職

　
８

月
１

日
付

復
職

　
４

月
１

日
付

入
学

　
２

月
１

日
付

休
職

　
４

月
１

日
付

入
学

例
６

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

は
取

得
し

て
お

ら
ず

、
そ

の
後

も
諸

事
情

に
よ

り
取

得
で

き
な

い
。

以
降

休
職

が
継

続
中

で
、

負
傷

・
疾

病
の

状
態

も
休

職
時

点
か

ら
継

続
し

て
い

る
状

況
で

あ
り

、
１

２
月

１
日

付
け

で
改

め
て

現
状

の
診

断
書

等
を

取
得

し
た

と
こ

ろ
３

か
月

就
労

が
困

難
な

旨
記

載
あ

り
。

以
降

も
引

き
続

き
休

職
中

。

対
象

　
※

４

例
８

　
入

学
の

前
年

度
２

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

に
３

か
月

就
労

が
困

難
な

記
載

あ
り

。
対

象

例
７

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

は
取

得
し

て
お

ら
ず

、
そ

の
後

も
諸

事
情

に
よ

り
取

得
で

き
な

い
。

８
月

１
日

付
で

復
職

。

対
象

外
（
診

断
書

等
で

３
か

月
就

労
困

難
で

あ
っ

た
旨

を
、

申
請

時
に

証
明

で
き

る
場

合
は

対
象

と
な

る
）

連
続

す
る

9
0
日

以
上

就
労

困
難

で
あ

る
こ

と
の

証
明

例
４

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

に
３

か
月

就
労

が
困

難
な

旨
記

載
あ

り
。

８
月

１
日

付
け

で
復

職
し

た
が

、
１

１
月

１
日

付
け

で
再

度
休

職
。

こ
の

時
点

で
の

診
断

書
等

に
も

２
か

月
就

労
が

困
難

な
旨

記
載

あ
り

。
１

月
１

日
付

け
で

復
職

。
対

象
　

※
３

例
５

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

は
取

得
し

て
お

ら
ず

、
そ

の
後

も
諸

事
情

に
よ

り
取

得
で

き
な

い
。

以
降

休
職

が
継

続
中

。

対
象

外
（
診

断
書

等
で

３
か

月
就

労
困

難
で

あ
っ

た
旨

を
、

申
請

時
に

証
明

で
き

る
場

合
は

対
象

と
な

る
）

例
１

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

に
３

か
月

就
労

が
困

難
な

旨
記

載
あ

り
。

以
降

休
職

が
継

続
中

。
対

象

例
２

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

に
３

か
月

就
労

が
困

難
な

旨
記

載
あ

り
。

８
月

１
日

付
け

で
復

職
。

対
象

例
３

　
入

学
の

前
年

度
５

月
１

日
付

で
休

職
。

休
職

時
点

で
の

診
断

書
等

に
３

か
月

就
労

が
困

難
な

旨
記

載
あ

り
。

８
月

１
日

付
け

で
復

職
し

た
が

、
１

１
月

１
日

付
け

で
再

度
休

職
。

こ
の

時
点

で
の

診
断

書
等

に
も

３
か

月
就

労
が

困
難

な
旨

記
載

あ
り

。
２

月
１

日
付

け
で

復
職

。
対

象
　

※
２

※
１

家
計

急
変

事
由

が
発

生
し

て
か

ら
４

か
月

以
上

経
過

し
て

い
る

場
合

は
、

申
請

月
※

の
前

３
か

月
分

の
収

入
状

況
で

推
計

年
収

を
算

出
す

る
。

４
月

に
申

請
す

る
場

合
、

例
１

～
７

は
入

学
前

１
～

３
月

分
の

収
入

証
明

書
類

、
例

８

は
２

～
４

月
分

の
収

入
証

明
書

類
で

推
計

年
収

を
算

出
す

る
。
※

す
で

に
通

常
の

就
学

支
援

金
の

受
給

権
者

で
、

月
の

初
日

よ
り

後
に

申
請

し
て

い
る

場
合

は
、

そ
の

翌
月

。

※
２

入
学

前
に

発
生

し
た

家
計

急
変

事
由

が
複

数
あ

る
場

合
、

基
本

的
に

は
直

近
に

発
生

し
た

方
を

家
計

急
変

事
由

と
し

て
申

請
す

る
。

※
３

こ
の

場
合

、
１

１
月

１
日

付
の

休
職

は
就

労
困

難
な

期
間

が
９

０
日

以
上

な
い

が
、

５
月

１
日

付
の

休
職

は
９

０
日

以
上

あ
る

た
め

、
こ

ち
ら

を
家

計
急

変
事

由
と

し
て

申
請

す
る

。

※
４

原
則

、
離

職
ま

た
は

休
職

し
、

そ
の

後
就

労
困

難
な

期
間

が
９

０
日

以
上

で
あ

る
診

断
書

等
が

必
要

で
あ

る
も

の
の

、
何

ら
か

の
理

由
で

当
時

の
状

況
を

証
明

す
る

診
断

書
等

が
入

手
で

き
な

い
場

合
で

、
同

じ
負

傷
・
疾

病
を

理
由

と
し

て
引

き
続

き
離

職
・
休

職
中

の
場

合
は

、
新

た
に

、
離

職
・
休

職
時

点
が

含
ま

れ
な

い
、

そ
れ

以
降

の
期

間
の

診
断

書
等

を
取

得
す

る
こ

と
で

、
疾

病
・
負

傷
に

よ
り

９
０

日
以

上
就

労
困

難
で

あ
る

旨
が

明
ら

か
に

で
き

れ
ば

対
象

と
し

て

差
し

支
え

な
い

。
但

し
、

家
計

急
変

事
由

の
発

生
日

は
離

職
・
休

職
日

で
は

な
く
、

新
た

な
診

断
書

等
の

日
付

と
す

る
。

凡
例

診
断

書
等

で
就

労
困

難
で

あ
る

旨
記

載
さ

れ
て

い
る

期
間

診
断

書
等

で
の

証
明

が
不

足
し

て
い

る
期

間

休
職

し
た

時
点

以
後

に
診

断
書

等
を

取
得

各
例

は
、

診
断

書
等

に
お

け
る

就
労

困
難

な
旨

の
記

載
が

月
単

位
で

記
載

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

想
定

し
た

例
で

あ
る

。

40



生
徒

氏
名

家
計

急
変

者
氏

名
収

入
証

明
書

類
の

提
出

期
間

（
年

月
）

20
25

/1

20
25

/3

（
１

）
給

与
所

得
の

金
額

に
相

当
す

る
額

（
給

与
所

得
控

除
及

び
所

得
金

額
調

整
控

除
後

）

年
間

換
算

額
（

別
紙

１
の

金
額

）
給

与
所

得
控

除
額

に
相

当
す

る
額

給
与

所
得

控
除

後
の

給
与

等
の

金
額

に
相

当
す

る
額

所
得

金
額

調
整

控
除

額
に

相
当

す
る

額
給

与
所

得
の

金
額

に
相

当
す

る
額

4,
80

0,
00

0円
1,

40
0,

00
0円

3,
40

0,
00

0円
10

0,
00

0円
3,

30
0,

00
0円

（
シ

ス
テ

ム
入

力
金

額
）

（
２

）
公

的
年

金
等

に
係

る
雑

所
得

に
相

当
す

る
額

年
間

換
算

額
（

別
紙

２
の

金
額

）
公

的
年

金
等

控
除

額
に

相
当

す
る

額
公

的
年

金
等

に
係

る
雑

所
得

に
相

当
す

る
額

(参
考

) 公
的

年
金

等
に

係
る

雑
所

得
以

外
の

合
計

所
得

金
額

に
相

当
す

る
額

1,
20

0,
00

0円
60

0,
00

0円
60

0,
00

0円
4,

36
0,

00
0円

（
シ

ス
テ

ム
入

力
金

額
）

（
３

）
そ

の
他

の
所

得
に

相
当

す
る

額
（

経
費

控
除

後
）

年
間

換
算

額
（

別
紙

３
の

金
額

）
合

計
所

得
金

額
に

相
当

す
る

額

96
0,

00
0円

※
（

１
）

～
（

３
）

の
合

計
金

額
が

合
計

所
得

金
額

に
相

当
す

る
額

4,
86

0,
00

0円
（

シ
ス

テ
ム

入
力

金
額

）

離
職

等
の

後
に

再
就

職
等

し
て

い
な

い
場

合
で

あ
っ

て
、

当
該

期
間

に
お

け
る

課
税

所
得

に
該

当
す

る
収

入
が

一
切

な
い

場
合

は
、

右
欄

に
「

✓
」

を
付

し
て

く
だ

さ
い

。
こ

の
場

合
、

別
紙

の
提

出
は

不
要

で
す

。

(3
か
月
分
)

（
（
１
）
の
年
間
換
算
額
が
85
0万

円
を
上
回
る
場
合
の
み
右
欄
か
ら
選
択
し
て
く
だ
さ
い
）

家
計

急
変

者
、

同
一

生
計

配
偶

者
、

若
し

く
は

扶
養

親
族

の
い

ず
れ

か
が

特
別

障
害

者
で

あ
る

、
又

は
23

歳
未

満
の

扶
養

親
族

が
い

る

○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
総
表
）

〇
〇

　
〇

〇
〇

〇
　

〇
〇

家
計

急
変

者
生

年
月

日
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

20
24

/1
2/

10
～

総
表

年
月

を
選

択
し

て
く

だ
さ

い
。

「
y
y
y
y
/
m
/
d
」
で

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。
「

y
y
y
y
/
m
/
d
」

で
入

力
し
て

く
だ

さ
い
。

該
当

す
る

場
合

は
「
✓

」
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。

該
当

す
る

場
合

は
次

か
ら

選
択

し
て

く
だ

さ
い

。
・
は

い
（
家

計
急

変
者

自
身

が
特

別
障

害
者

）
・
は

い
（
同

一
生

計
配

偶
者

が
特

別
障

害
者

）
・
は

い
（
扶

養
親

族
が

特
別

障
害

者
）

・
は

い
（
2
3
歳

未
満

の
扶

養
親

族
が

い
る

）
・

い
い

え

41
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○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
別
紙
１
）

生
徒

氏
名

：
〇

〇
　

〇
〇

3
か

月
分

家
計

急
変

者
氏

名
：

〇
〇

　
〇

〇
家

計
急

変
者

生
年

月
日

：
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

：
20

24
/1

2/
10

（
１

）
給

与
等

収
入

金
額

（
控

除
前

）
（

単
位

：
円

）
20

25
年

20
25

年
20

25
年

左
記

期
間

1月
分

2月
分

3月
分

合
計

額
（

月
例

給
）

勤
務

先
①

：
（

株
）

○
○

○
○

10
0,

00
0

10
0,

00
0

10
0,

00
0

30
0,

00
0

勤
務

先
②

：
10

0,
00

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0

勤
務

先
③

：
15

0,
00

0
15

0,
00

0
15

0,
00

0
45

0,
00

0

勤
務

先
④

：
0

左
記

給
与

計
年

間
換

算
額

勤
務

先
⑤

：
0

95
0,

00
0

×
4

3,
80

0,
00

0

（
賞

与
）

（
A）

（
B）

左
記

賞
与

年
間

換
算

額

勤
務

先
①

：
（

株
）

○
○

○
○

30
0,

00
0

30
0,

00
0

1回
1回

30
0,

00
0

×
1

30
0,

00
0

勤
務

先
②

：
20

0,
00

0
20

0,
00

0
1回

2回
20

0,
00

0
×

2
40

0,
00

0

勤
務

先
③

：
10

0,
00

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0
2回

3回
20

0,
00

0
×

1.
5

30
0,

00
0

勤
務

先
④

：
0

0回
0回

0
-

年
間

換
算

額

勤
務

先
⑤

：
0

0回
1回

0
-

4,
80

0,
00

0

（
総

表
シ

ー
ト

へ
）

区
　

分

収
入

証
明

書
類

の
提

出
月

数

※
上

記
月

例
給

が
あ

る
場

合
で

、
当

該
期

間
に

お
け

る
賞

与
の

支
給

が
な

い
場

合
は

、
右

欄
に

「
✓

」
を

付
し

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

場
合

、
下

記
賞

与
欄

に
つ

い
て

は
、

記
載

の
必

要
は

あ
り

ま
せ

ん
。

（
A）

に
は

左
記

期
間

に
お

け
る

賞
与

の
支

給
回

数
を

記
載

（
B）

に
は

（
A）

を
含

む
年

間
の

賞
与

の
支

給
回

数
を

記
載

収
入

証
明

書
類

を
３

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

３
列

目
ま

で
を

、
６

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

６
列

目
ま

で
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。給
与

※
灰

色
の

項
目

は
総

表
シ

ー
ト

の
入

力
情

報
が

自
動

反
映

さ
れ

ま
す

。
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○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
別
紙
２
）

生
徒

氏
名

：
〇

〇
　

〇
〇

3
か

月
分

家
計

急
変

者
氏

名
：

〇
〇

　
〇

〇
家

計
急

変
者

生
年

月
日

：
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

：
20

24
/1

2/
10

49
歳

基
準

日
を

選
択

し
て

く
だ

さ
い

→
20

24
/1

/1

（
２

）
公

的
年

金
等

収
入

金
額

（
控

除
前

）
（

単
位

：
円

）
20

25
年

20
25

年
20

25
年

左
記

期
間

1月
分

2月
分

3月
分

合
計

額

①
○

○
年

金
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

60
,0

00

②
○

○
年

金
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

90
,0

00

③
○

○
年

金
40

,0
00

40
,0

00
40

,0
00

12
0,

00
0

④
○

○
年

金
10

,0
00

10
,0

00
10

,0
00

30
,0

00

⑤
0

⑥
0

⑦
0

左
記

収
入

計
年

間
換

算
額

⑧
0

30
0,

00
0

×
4

1,
20

0,
00

0

（
総

表
シ

ー
ト

へ
）

区
　

分

収
入

証
明

書
類

の
提

出
月

数

←
公

的
年

金
等

に
係

る
雑

所
得

に
相

当
す

る
額

の
計

算
で

使
用

し
ま

す
。

以
下

の
基

準
日

を
選

択
す

る
と

自
動

で
表

示
さ

れ
ま

す
。

20
24

(令
和

6)
年

7月
～

20
25

(令
和

7)
年

6月
支

給
分

で
適

用
す

る
基

準
日

で
す

。

公
的

年
金

等

収
入

証
明

書
類

を
３

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

３
列

目
ま

で
を

、
６

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

６
列

目
ま

で
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

※
灰

色
の

項
目

は
総

表
シ

ー
ト

の
入

力
情

報
が

自
動

反
映

さ
れ

ま
す

。
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○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
別
紙
３
）

生
徒

氏
名

：
〇

〇
　

〇
〇

3
か

月
分

家
計

急
変

者
氏

名
：

〇
〇

　
〇

〇
家

計
急

変
者

生
年

月
日

：
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

：
20

24
/1

2/
10

（
３

）
そ

の
他

の
所

得
に

相
当

す
る

額
（

経
費

控
除

後
）

（
単

位
：

円
）

20
25

年
20

25
年

20
25

年
左

記
期

間
1月

分
2月

分
3月

分
合

計
額

（
恒

常
的

な
所

得
）

年
間

換
算

額

①
事

業
所

得
10

0,
00

0
▲

30
0,

00
0

10
0,

00
0

▲
10

0,
00

0
×

4
▲

40
0,

00
0

②
不

動
産

所
得

10
0,

00
0

10
0,

00
0

10
0,

00
0

30
0,

00
0

×
4

1,
20

0,
00

0

③
利

子
所

得
0

×
4

0

④
配

当
所

得
0

×
4

0

⑤
業

務
に

係
る

雑
所

得
0

×
4

0

（
一

時
的

な
所

得
）

⑥
そ

の
他

の
雑

所
得

50
,0

00
50

,0
00

50
,0

00

⑦
譲

渡
所

得
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
※

負
の

場
合

0

⑧
一

時
所

得
0

0
年

間
換

算
額

⑨
山

林
所

得
10

,0
00

10
,0

00
10

,0
00

96
0,

00
0

（
総

表
シ

ー
ト

へ
）

収
入

証
明

書
類

の
提

出
月

数

区
　

分

収
入

証
明

書
類

を
３

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

３
列

目
ま

で
を

、
６

か
月

分
提

出
す

る
場

合
は

６
列

目
ま

で
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

そ
の

他
※

灰
色

の
項

目
は

総
表

シ
ー

ト
の

入
力

情
報

が
自

動
反

映
さ

れ
ま

す
。
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○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
別
紙
３
-１
）

～
恒
常
的
な
所
得
に
関
す
る
計
算
書
～

生
徒

氏
名

：
〇

〇
　

〇
〇

3
か

月
分

所
得

の
種

類

家
計

急
変

者
氏

名
：

〇
〇

　
〇

〇
家

計
急

変
者

生
年

月
日

：
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

：
20

24
/1

2/
10

事
業

所
名

（
屋

号
）

：

20
25

年
  1

月
分

20
25

年
  2

月
分

20
25

年
  3

月
分

　
こ

の
様

式
は

、
自

営
業

等
で

あ
る

保
護

者
等

に
家

計
急

変
事

由
が

生
じ

、
家

計
急

変
支

援
の

審
査

を
行

う
に

あ
た

り
収

入
証

明
書

類
と

し
て

帳
簿

を
提

出
す

る
際

に
使

用
す

る
も

の
で

す
（

山
林

所
得

を
除

く
）

。
対

象
者

は
、

こ
の

様
式

と
と

も
に

、
帳

簿
の

写
し

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

　
上

記
の

ほ
か

、
恒

常
的

な
所

得
が

あ
る

場
合

に
つ

い
て

も
、

こ
の

様
式

と
と

も
に

、
金

額
が

確
認

で
き

る
書

類
の

写
し

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

10
0,

00
0円

▲
30

0,
00

0円

10
0,

00
0円

50
0,

00
0円

30
0,

00
0円

40
0,

00
0円

①
事

業
所

得

経
　

費
所

　
得

（
売

上
－

経
費

）

40
0,

00
0円

60
0,

00
0円

30
0,

00
0円

収
入

証
明

書
類

の
提

出
月

数

区
　

分
売

　
上

（
収

入
）

0円 0円 0円

【
留

意
点

】
※

本
様

式
は

所
得

の
種

類
ご

と
に

作
成

が
必

要
で

す
。

※
審

査
は

所
得

（
売

上
－

経
費

）
で

行
い

ま
す

。
そ

の
た

め
、

帳
簿

か
ら

転
記

し
た

売
上

・
経

費
が

分
か

る
よ

う
帳

簿
の

該
当

箇
所

に
印

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。
※

帳
簿

を
提

出
す

る
場

合
は

、
家

計
急

変
者

ご
と

に
作

成
が

必
要

で
す

。
※

専
従

者
給

与
、

役
員

報
酬

は
給

与
所

得
に

な
り

ま
す

の
で

帳
簿

の
提

出
は

不
要

で
す

。

恒
常

的
な

所
得

【
別

紙
3-

1で
申

告
す

る
所

得
の

種
類

】
①

事
業

所
得

、
②

不
動

産
所

得
、

③
利

子
所

得
、

④
配

当
所

得
、

⑤
業

務
に

係
る

雑
所

得

※
灰

色
の

項
目

は
総

表
シ

ー
ト

の
入

力
情

報
が

自
動

反
映

さ
れ

ま
す

。
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○
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
家
計
急
変
支
援
制
度
）
に
お
け
る
年
収
推
計
シ
ー
ト
（
別
紙
３
-２
）

～
一
時
的
な
所
得
に
関
す
る
計
算
書
～

生
徒

氏
名

：
〇

〇
　

〇
〇

3
か

月
分

家
計

急
変

者
氏

名
：

〇
〇

　
〇

〇
家

計
急

変
者

生
年

月
日

：
19

75
/1

/1
家

計
急

変
事

由
発

生
日

：
20

24
/1

2/
10

株
式

を
売

却
し

た
20

25
/1

/1
5

山
林

を
伐

採
し

て
売

却
し

た
20

25
/2

/1
0

土
地

建
物

を
売

却
し

た
20

25
/3

/2
0

0円 0円

10
0,

00
0円

10
0,

00
0円 0円0円 0円

50
,0

00
円

50
,0

00
円

10
,0

00
円

10
,0

00
円

　
こ

の
様

式
は

、
給

与
所

得
・

公
的

年
金

等
に

係
る

雑
所

得
以

外
の

そ
の

他
の

所
得

が
あ

る
者

の
う

ち
、

別
紙

３
に

お
い

て
一

時
的

な
所

得
が

あ
る

と
申

告
す

る
場

合
に

使
用

す
る

も
の

で
す

。
対

象
者

は
、

こ
の

様
式

と
と

も
に

、
金

額
が

確
認

で
き

る
書

類
の

写
し

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

収
入

証
明

書
類

の
提

出
月

数

所
得

の
具

体
的

内
容

売
　

上
（

収
入

・
譲

渡
価

格
）

経
　

費
（

取
得

費
及

び
譲

渡
費

用
）

所
　

得
（

売
上

－
経

費
）

受
領

年
月

日

一
時

的
な

所
得

【
留

意
点

】
※

「
所

得
の

具
体

的
内

容
」

と
は

、
例

え
ば

、
株

式
を

売
却

し
た

、
山

林
を

伐
採

し
て

売
却

し
た

、
土

地
建

物
を

売
却

し
た

等
で

す
。

※
左

記
所

得
金

額
に

つ
い

て
、

別
紙

3の
⑥

～
⑨

に
対

応
す

る
所

得
区

分
へ

月
ご

と
の

金
額

を
入

力
し

て
く

だ
さ

い
。

【
別

紙
3-

2で
申

告
す

る
所

得
の

種
類

】
⑥

そ
の

他
の

雑
所

得
、

⑦
譲

渡
所

得
、

⑧
一

時
所

得
、

⑨
山

林
所

得

※
灰

色
の

項
目

は
総

表
シ

ー
ト

の
入

力
情

報
が

自
動

反
映

さ
れ

ま
す

。
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対
象

年
度

20
24
年
度

※
１

…
20

23
年

1⽉
1⽇

に
在

住
し

て
い

た
⾃

治
体

が
、

政
令

指
定

都
市

の
場

合
は

「
✓

」
を

⼊
れ

て
く

だ
さ

い
。

 へ
⼊

⼒
す

る
と

⾃
動

計
算

さ
れ

ま
す

。
⽣

徒
⽒

名
○
○
 
○
○

※
２

…
20

24
年

1⽉
1⽇

に
在

住
し

て
い

た
⾃

治
体

が
、

政
令

指
定

都
市

の
場

合
は

「
✓

」
を

⼊
れ

て
く

だ
さ

い
。

⽣
年

⽉
⽇

20
08
/1
/2

※
⽣

徒
が

早
⽣

ま
れ

（
1/

2〜
4/

1⽣
ま

れ
）

の
場

合
で

、
か

つ
、

保
護

者
等

の
個

⼈
住

⺠
税

情
報

に
お

い
て

「
16

歳
未

満
扶

養
者

数
」

が
１

⼈
以

上
い

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
以

下
の

項
⽬

に
「

✓
」

を
⼊

れ
て

く
だ

さ
い

。
保

護
者

等
①

保
護

者
等

②
✓ ✓

✓
（

⾦
額

の
単

位
：

円
）

所
得

控
除

合
計

額
(A

)
総

所
得

⾦
額

等
(B

1)

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

(B
2)

※
以

下
、

課
税

年
度

情
報

20
24

年
4⽉

✓
1,
80
2,
00
0

0
1,
50
0

3/
4

10
6,

90
0

-
-

0
-

-
-

-
10

6,
90

0
20

23
年

度
課

税
情

報
(2

02
2年

所
得

)
20

24
年

5⽉
✓

1,
80

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
10

6,
90

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

10
6,

90
0

〃
20

24
年

6⽉
✓

1,
80

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
10

6,
90

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

10
6,

90
0

〃
✓

20
24

年
7⽉

✓
1,
90
2,
00
0

33
0,

00
0

1,
50
0

3/
4

93
,1

00
-

80
0,
00
0

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

24
年

度
課

税
情

報
(2

02
3年

所
得

)
✓

20
24

年
8⽉

✓
1,

90
2,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

〃
✓

20
24

年
9⽉

✓
1,

90
2,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

〃
✓

20
24

年
10

⽉
✓

1,
90

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
11

2,
90

0
✓

1,
30
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

50
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

28
,8

00
28

,8
00

〃
✓

20
24

年
11

⽉
✓

1,
90

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
11

2,
90

0
✓

1,
30
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

50
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

28
,8

00
28

,8
00

〃
✓

20
24

年
12

⽉
✓

1,
90

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
11

2,
90

0
✓

1,
30
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

50
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

28
,8

00
28

,8
00

〃
✓

20
25

年
1⽉

✓
1,

90
2,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

✓
1,
50
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

70
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

40
,8

00
40

,8
00

〃
✓

20
25

年
2⽉

✓
1,

90
2,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

✓
1,
60
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

46
,8

00
46

,8
00

〃
✓

20
25

年
3⽉

✓
1,

90
2,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

✓
1,
70
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

90
0,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

52
,8

00
52

,8
00

〃
✓

20
25

年
4⽉

✓
1,

90
2,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

✓
1,
80
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

1,
00

0,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
58

,8
00

58
,8

00
〃

✓
20

25
年

5⽉
✓

1,
90

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
11

2,
90

0
✓

1,
90
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

1,
10

0,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
64

,8
00

64
,8

00
〃

✓
20

25
年

6⽉
✓

1,
90

2,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
11

2,
90

0
✓

2,
00
0,
00
0

80
0,

00
0

80
0,

00
0

0
1,

90
2,

00
0

1,
20

0,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
70

,8
00

70
,8

00
〃

所
得

控
除

合
計

額
(A

)
総

所
得

⾦
額

等
(B

1)

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

(B
2)

20
24

年
4⽉

✓
1,
80
3,
00
0

0
1,
50
0

3/
4

10
7,

00
0

-
-

0
-

-
-

-
10

7,
00

0
21

3,
90

0
21

3,
90

0
20

24
年

5⽉
✓

1,
80

3,
00

0
0

1,
50

0
3/

4
10

7,
00

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

10
7,

00
0

21
3,

90
0

21
3,

90
0

20
24

年
6⽉

✓
1,

80
3,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

10
7,

00
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
10

7,
00

0
21

3,
90

0
21

3,
90

0
✓

20
24

年
7⽉

✓
1,
90
1,
00
0

0
1,
50
0

3/
4

11
2,

90
0

-
-

0
-

-
-

-
11

2,
90

0
20

6,
00

0
20

6,
00

0
✓

20
24

年
8⽉

✓
1,

90
1,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

2,
00
0,
00
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
11

2,
90

0
20

6,
00

0
20

6,
00

0
✓

20
24

年
9⽉

✓
1,

90
1,

00
0

0
1,

50
0

3/
4

11
2,

90
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
11

2,
90

0
20

6,
00

0
20

6,
00

0
✓

20
24

年
10

⽉
✓

1,
90

1,
00

0
33

0,
00

0
1,

50
0

3/
4

93
,1

00
-

-
-

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

6,
00

0
12

1,
90

0
✓

20
24

年
11

⽉
✓

1,
90

1,
00

0
33

0,
00

0
1,

50
0

3/
4

93
,1

00
-

-
-

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

6,
00

0
12

1,
90

0
✓

20
24

年
12

⽉
✓

1,
90

1,
00

0
33

0,
00

0
1,

50
0

3/
4

93
,1

00
-

-
-

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

6,
00

0
12

1,
90

0
✓

20
25

年
1⽉

✓
1,

90
1,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

20
6,

00
0

13
3,

90
0

✓
20

25
年

2⽉
✓

1,
90

1,
00

0
33

0,
00

0
1,

50
0

3/
4

93
,1

00
-

-
-

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

6,
00

0
13

9,
90

0
✓

20
25

年
3⽉

✓
1,

90
1,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

20
6,

00
0

14
5,

90
0

✓
20

25
年

4⽉
✓

1,
90

1,
00

0
33

0,
00

0
1,

50
0

3/
4

93
,1

00
-

-
-

-
0

-
-

-
-

93
,1

00
20

6,
00

0
15

1,
90

0
←

最
終

⽀
給

⽉
✓

20
25

年
5⽉

✓
1,

90
1,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

20
6,

00
0

15
7,

90
0

←
収

⼊
回

復
届

出
✓

20
25

年
6⽉

✓
1,

90
1,

00
0

33
0,

00
0

1,
50

0
3/

4
93

,1
00

-
-

-
-

0
-

-
-

-
93

,1
00

20
6,

00
0

16
3,

90
0

保
護

者
等

①
、

②
の

合
算

通
常

制
度

家
計

急
変

⽀
援

制
度

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

算
定

基
準

額

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

合
計

所
得

⾦
額

に
相

当
す

る
額

所
得

控
除

の
額

に
相

当
す

る
額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

に
相

当
す

る
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額
に

相
当

す
る

額

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

家
計

急
変

該
当

有
無

合
計

所
得

⾦
額

に
相

当
す

る
額

⽣
徒

の
早

⽣
ま

れ
控

除
の

該
当

有
無

就
学

⽀
援

⾦
の

⽀
給

⽉

政
令

指
定

都
市

保
護

者
等

②
（
○
○
 
○
○
）

算
定

基
準

額
( 百

円
未

満
切

捨
て

)

家
計

急
変

該
当

有
無

政
令

指
定

都
市

係
数

所
得

控
除

の
額

に
相

当
す

る
額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

に
相

当
す

る
額

⾼
等

学
校

等
就

学
⽀

援
⾦

（
家

計
急

変
⽀

援
制

度
）

に
お

け
る

収
⼊

要
件

⾃
⼰

確
認

資
料

年
度

区
分

20
23

年
度

課
税

情
報

(2
02

2年
所

得
)

20
24

年
度

課
税

情
報

(2
02

3年
所

得
)

⽣
徒

の
早

⽣
ま

れ
控

除
の

該
当

有
無

就
学

⽀
援

⾦
の

⽀
給

⽉

政
令

指
定

都
市

保
護

者
等

①
（
○
○
 
○
○
）

通
常

制
度

家
計

急
変

⽀
援

制
度

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額
に

相
当

す
る

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

【
重

要
】

こ
の

項
⽬

の
⾦

額
が

「
15

4,
50

0円
以

上
」

に
回

復
し

た
場

合
は

、
家

計
急

変
⽀

援
が

終
了

と
な

り
ま

す
。

本
⼊

⼒
例

で
は

、
・

保
護

者
等

①
に

家
計

急
変

事
由

が
発

⽣
し

、
・
20

24
年
10

⽉
か

ら
家

計
急

変
⽀

援
が

⾏
わ

れ
、

・
毎

⽉
の

⾃
⼰

確
認

→
１

⽉
の

収
⼊

状
況

確
認

→
毎

⽉
の

⾃
⼰

確
認

と
収

⼊
要

件
を

確
認

し
た

結
果

、
・
20

25
年
5⽉

⽀
給

分
の

⾃
⼰

確
認

時
に

お
い

て
収

⼊
の

回
復

が
確

認
さ

れ
た

た
め

、
・
20

25
年
4⽉

⽀
給

分
を

最
後

に
家

計
急

変
⽀

援
が

終
了

し
た

例
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

(参
考

)マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
上

で
の

該
当

箇
所

項
⽬

名
内

容
個

⼈
住

⺠
税

情
報

課
税

年
度

20
XX

総
所

得
⾦

額
等

○
○

円
所

得
控

除
合

計
額

○
○

円
課

税
所

得
額

（
課

税
標

準
額

）
○

○
円

市
町

村
⺠

税
＿

調
整

控
除

額
○

○
円

１
６

歳
未

満
扶

養
者

数
○

20
24
年
4⽉

以
降
適
⽤

⼊
⼒
例

対
象

年
度

を
選

択

「
y
y
y
y
/
m
/
d
」

で
入

力

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

課
税

標
準

額
」

を
入

力
※

地
方

税
法

（
昭

和
二

十
五

年
法

律
第

二
百

二
十

六
号

）
　

第
二

百
九

十
五

条
第

一
項

各
号

に
掲

げ
る

者
又

は
　

同
法

附
則

第
三

条
の

三
第

四
項

の
規

定
に

よ
り

同
項

に
　

規
定

す
る

市
町

村
民

税
の

所
得

割
を

課
す

る
こ

と
が

　
で

き
な

い
者

に
つ

い
て

は
、

「
0
」

を
入

力
。

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

市
町

村
民

税
調

整
控

除
額

」
を

入
力

家
計

急
変

支
援

分
が

支
給

さ
れ

る
月

以
降

に
✓

を
入

力

年
収

推
計

シ
ー

ト
（

総
表

）
か

ら
「

合
計

所
得

金
額

に
相

当
す

る
額

」
を

入
力

所
得

控
除

合
計

額
(
A
)
に

入
力

（
「

総
所

得
金

額
等

(
B
1
)
－

課
税

標
準

額
(
B
2
)
」

で
代

替
す

る
こ

と
も

可
）

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

所
得

控
除

合
計

額
」

を
入

力
「

所
得

控
除

合
計

額
(
A
)
」

が
分

か
ら

な
い

場
合

、
課

税
証

明
書

か
ら

「
総

所
得

金
額

等
」

を
入

力

※
１

※
２

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

課
税

標
準

額
」

を
入

力
※

地
方

税
法

（
昭

和
二

十
五

年
法

律
第

二
百

二
十

六
号

）
　

第
二

百
九

十
五

条
第

一
項

各
号

に
掲

げ
る

者
又

は
　

同
法

附
則

第
三

条
の

三
第

四
項

の
規

定
に

よ
り

同
項

に
　

規
定

す
る

市
町

村
民

税
の

所
得

割
を

課
す

る
こ

と
が

　
で

き
な

い
者

に
つ

い
て

は
、

「
0
」

を
入

力
。

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

市
町

村
民

税
調

整
控

除
額

」
を

入
力

家
計

急
変

支
援

分
が

支
給

さ
れ

る
月

以
降

に
✓

を
入

力

年
収

推
計

シ
ー

ト
（

総
表

）
か

ら
「

合
計

所
得

金
額

に
相

当
す

る
額

」
を

入
力

所
得

控
除

合
計

額
(
A
)
に

入
力

（
「

総
所

得
金

額
等

(
B
1
)
－

課
税

標
準

額
(
B
2
)
」

で
代

替
す

る
こ

と
も

可
）

課
税

証
明

書
な

ど
か

ら
「

所
得

控
除

合
計

額
」

を
入

力

「
所

得
控

除
合

計
額

(
A
)
」

が
分

か
ら

な
い

場
合

、
課

税
証

明
書

か
ら

「
総

所
得

金
額

等
」

を
入

力

※
１

※
２

５　収入要件自己確認資料
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対
象

年
度

20
24
年
度

※
１

…
20

23
年

1⽉
1⽇

に
在

住
し

て
い

た
⾃

治
体

が
、

政
令

指
定

都
市

の
場

合
は

「
✓

」
を

⼊
れ

て
く

だ
さ

い
。

 へ
⼊

⼒
す

る
と

⾃
動

計
算

さ
れ

ま
す

。
⽣

徒
⽒

名
※

２
…

20
24

年
1⽉

1⽇
に

在
住

し
て

い
た

⾃
治

体
が

、
政

令
指

定
都

市
の

場
合

は
「

✓
」

を
⼊

れ
て

く
だ

さ
い

。
⽣

年
⽉

⽇

※
⽣

徒
が

早
⽣

ま
れ

（
1/

2〜
4/

1⽣
ま

れ
）

の
場

合
で

、
か

つ
、

保
護

者
等

の
個

⼈
住

⺠
税

情
報

に
お

い
て

「
16

歳
未

満
扶

養
者

数
」

が
１

⼈
以

上
い

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
以

下
の

項
⽬

に
「

✓
」

を
⼊

れ
て

く
だ

さ
い

。
保

護
者

等
①

保
護

者
等

②

（
⾦

額
の

単
位

：
円

）

所
得

控
除

合
計

額
(A

)
総

所
得

⾦
額

等
(B

1)

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

(B
2)

※
以

下
、

課
税

年
度

情
報

20
24

年
4⽉

0
1

0
-

-
0

-
-

-
-

0
20

23
年

度
課

税
情

報
(2

02
2年

所
得

)
20

24
年

5⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

24
年

6⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

24
年

7⽉
0

1
0

-
-

0
-

-
-

-
0

20
24

年
度

課
税

情
報

(2
02

3年
所

得
)

20
24

年
8⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
〃

20
24

年
9⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
〃

20
24

年
10

⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

24
年

11
⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
〃

20
24

年
12

⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

1⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

2⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

3⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

4⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

5⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃
20

25
年

6⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

〃

所
得

控
除

合
計

額
(A

)
総

所
得

⾦
額

等
(B

1)

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

(B
2)

20
24

年
4⽉

0
1

0
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

24
年

5⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
24

年
6⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

24
年

7⽉
0

1
0

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
24

年
8⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

24
年

9⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
24

年
10

⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
24

年
11

⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
24

年
12

⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
25

年
1⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

25
年

2⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
25

年
3⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

25
年

4⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

20
25

年
5⽉

0
0

0
1

0
-

-
-

-
0

-
-

-
-

0
0

0
20

25
年

6⽉
0

0
0

1
0

-
-

-
-

0
-

-
-

-
0

0
0

保
護

者
等

①
、

②
の

合
算

通
常

制
度

家
計

急
変

⽀
援

制
度

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

算
定

基
準

額

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

合
計

所
得

⾦
額

に
相

当
す

る
額

所
得

控
除

の
額

に
相

当
す

る
額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

に
相

当
す

る
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額
に

相
当

す
る

額

算
定

基
準

額
or

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

家
計

急
変

該
当

有
無

合
計

所
得

⾦
額

に
相

当
す

る
額

⽣
徒

の
早

⽣
ま

れ
控

除
の

該
当

有
無

就
学

⽀
援

⾦
の

⽀
給

⽉

政
令

指
定

都
市

保
護

者
等

②
（
○
○
 
○
○
）

算
定

基
準

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

家
計

急
変

該
当

有
無

政
令

指
定

都
市

係
数

所
得

控
除

の
額

に
相

当
す

る
額

市
町

村
⺠

税
課

税
標

準
額

に
相

当
す

る
額

⾼
等

学
校

等
就

学
⽀

援
⾦

（
家

計
急

変
⽀

援
制

度
）

に
お

け
る

収
⼊

要
件

⾃
⼰

確
認

資
料

年
度

区
分

20
23

年
度

課
税

情
報

(2
02

2年
所

得
)

20
24

年
度

課
税

情
報

(2
02

3年
所

得
)

⽣
徒

の
早

⽣
ま

れ
控

除
の

該
当

有
無

就
学

⽀
援

⾦
の

⽀
給

⽉

政
令

指
定

都
市

保
護

者
等

①
（
○
○
 
○
○
）

通
常

制
度

家
計

急
変

⽀
援

制
度

早
⽣

ま
れ

控
除

額

市
町

村
⺠

税
調

整
控

除
の

額
に

相
当

す
る

額

政
令

指
定

都
市

係
数

算
定

基
準

額
に

相
当

す
る

額
(百

円
未

満
切

捨
て

)

【
重

要
】

こ
の

項
⽬

の
⾦

額
が

「
15

4,
50

0円
以

上
」

に
回

復
し

た
場

合
は

、
家

計
急

変
⽀

援
が

終
了

と
な

り
ま

す
。

20
24
年
4⽉

以
降
適
⽤

(参
考

)マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
上

で
の

該
当

箇
所

項
⽬

名
内

容
個

⼈
住

⺠
税

情
報

課
税

年
度

20
XX

総
所

得
⾦

額
等

○
○

円
所

得
控

除
合

計
額

○
○

円
課

税
所

得
額

（
課

税
標

準
額

）
○

○
円

市
町

村
⺠

税
＿

調
整

控
除

額
○

○
円

１
６

歳
未

満
扶

養
者

数
○
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家 計 急 変 支 援 申 請

初 回 審 査

支 給 開 始

収 入 状 況 確 認

家 計 急 変 事 由 の 発 生

収 入 状 況 届 出

支 給 継 続

家
計
急
変
支
援
制
度
と
は
?

や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
っ
て
家
計
が
急
変
し
た
場
合
の
支
援
が
あ
り
ま
す
。


保
護
者
等
の
負
傷
・疾
病
に
よ
る
療
養
の
た
め
勤
務
で
き
な
い
こ
と、
そ
の
他
自
己
の
責
め
に
帰
す
る
こ
との
で
き
な
い
理
由
に
よ
る
離
職
な

ど、
従
前
得
て
い
た
収
入
を
得
る
こ
とが
で
き
な
い
場
合
に
授
業
料
を
支
援
す
る
制
度
で
す
。


通
常
の
就
学
支
援
金
の
対
象
に
な
ら
な
い
方
や
、
現
在
受
給
し
て
い
て
も
、
以
下
の
支
給
限
度
額
ま
で
支
給
さ
れ
て
い
な
い
方
は
、
要
件

を
満
た
す
場
合
に
家
計
急
変
支
援
の
対
象
と
し
て
就
学
支
援
金
を
受
け
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

家
計
急
変
支
援
制
度

対
象
とな
る
家
計
急
変
事
由
に
該
当

＋
世
帯
年
収
が
約
59
0万

円
未
満
相
当
ま
で
減
少

主
な
要
件

※
家
計
急
変
事
由
や
直
近
の
収
入
状
況
を
証
明
す
る
書
類
が
必
要

※
入
学
前
に
家
計
急
変
事
由
が
発
生
し
た
場
合
も
、
収
入
が
減
少
し
た
状
態
が
入
学
時
に
継
続
し
て
い
れ
ば
対
象
とな
る

※
再
就
職
す
る
な
ど、
推
計
年
収
が
約
59
0万

円
以
上
相
当
に
回
復
す
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
は
、
届
け
出
る
必
要
あ
り

※
世
帯
年
収
約
59
0万

円
は
、
両
親
・高
校
生
・中
学
生
の
４
人
家
族
で
、
両
親
の
一
方
が
働
い
て
い
る
場
合
の
目
安

支
給
限
度
額

月
額
:
33
,0
00
円

（
公
立
高
校
等
は
月
額
:
9,
90
0円

）
※
通
常
の
就
学
支
援
金
に
お
け
る
約
59
0万

円
未
満
程
度
の
世
帯
の
支
給
限
度
額
と同

じ

※
公
立
高
校
な
どの
場
合
で
、
現
在
す
で
に
支
給
限
度
額
を
受
給
し
て
い
る
（
授
業
料
に
相
当
す
る
額
を
受
給
し
て
い
る
）
方
の
場
合
は
、
支
給
額
が
変
更
とな
ら
な
い
た
め
、
申
請
は
不
要
で
す

要
件
の
詳
細
は
裏
面

申
請
方
法
の
詳
細
は
、
学
校
ま
た
は
都
道
府
県
に
お
問
合
せ
くだ
さ
い
。

倒
産
に
よ
り解

雇
さ
れ
る
な
ど、
家
計
急
変
事
由
に
該
当
す
る
こ
と

とな
った
場
合
、
速
や
か
に
学
校
に
申
請
す
る
こ
とが
で
き
ま
す
。

〇
対
象
とな
る
家
計
急
変
事
由
に
該
当
す
る
こ
とを
証
明
す
る
書
類

〇
家
計
急
変
事
由
発
生
後
の
収
入
状
況
が
わ
か
る
書
類

を
提
出
し
て
くだ
さ
い
。
（
申
請
後
の
提
出
で
も
可
）

申 請 書

家 計 急 変

事 由 証 明

書 類

収 入 証 明

書 類

収 入 状 況

届 出

収 入 証 明

書 類

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金

申
請
月
あ
る
い
は
翌
月
分

か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。

（
学
校
の
代
理
受
領
）

収
入
状
況
届
出
とと
も
に
、
現
在

の
収
入
状
況
が
わ
か
る
書
類
とし
て

直
近
約
６
か
月
分
を
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

随
時
受
付

1
月
・7
月

収
入
状
況
が
改
善
し
て
い
る
場
合
は
、
家
計
急
変
支

援
は
終
了
し
ま
す
（
こ
の
場
合
、
収
入
が
す
で
に
回

復
し
て
い
た
時
点
に
さ
か
の
ぼ
って
終
了
）
。

前
年
の
課
税
所
得
に
よ
って
は
、
通
常
の
就
学
支
援

金
が
支
給
さ
れ
る
場
合
も
あ
りま
す
。

収 入 回 復 届 出

再
就
職
す
る
な
ど推

計
年
収
が

約
59
0万

円
以
上
相
当
に
回
復
す

る
と見

込
ま
れ
る
状
況
に
な
った
ら
必

ず
届
出
を
し
て
くだ
さ
い
。
こ
の
場
合
、

家
計
急
変
支
援
は
終
了
し
ま
す
。収 入 回 復

届 出

収 入 状 況

届 出

随
時

６　周知用資料（保護者等一般向け周知資料）
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背
景

課
題

対
象
と
な
る
家
計
急
変
事
由


主
な
家
計
急
変
事
由

１
．
保
護
者
等
が
会
社
員
な
ど
被
雇
用
者
の
場
合

•
負
傷
・疾
病
に
よ
る
療
養
の
た
め
に
勤
務
で
き
な
い
こ
と（

そ
の
後
90
日
以
上
就
労
困
難
）

•
自
己
の
責
め
に
帰
す
る
こ
との
で
き
な
い
理
由
に
よ
る
離
職
※

※
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
に
記
載
さ
れ
た
以
下
の
離
職
理
由
コ
ー
ド
の
離
職
理
由
が
対
象

（
例
:
会
社
都
合
の
解
雇
、
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
（
倒
産
状
態
の
会
社
を
離
職
、
妊
娠
出
産
育
児
、
父
母
の
扶

養
、
親
族
の
常
時
看
護
等
に
よ
る
離
職
）
）

２
．
保
護
者
等
が
自
営
業
者
な
ど
の
場
合

•
負
傷
・疾
病
に
よ
る
療
養
の
た
め
の
廃
業
・休
業
（
そ
の
後
90
日
以
上
就
労
困
難
）

•
営
む
事
業
が
債
務
超
過
等
の
状
況
※
とな
り、
そ
の
事
業
を
廃
止
等
し
た
場
合

※
破
産
手
続
の
開
始
（
破
産
法
1
8、
1
9
条
）
、
特
別
清
算
開
始
の
申
立
て
（
会
社
法
第
51
1
条
）
、
再
生
手
続
開
始
の
申
立
て
（
民
事
再
生
法

第
21
条
）
、
更
生
手
続
開
始
の
申
立
て
（
会
社
更
生
法
第
17
条
）
、
金
融
取
引
の
停
止

•
妊
娠
、
出
産
、
育
児
等
に
よ
り事

業
を
廃
止
し
、
そ
の
後
30
日
以
上
の
就
労
が
困
難
な
場
合

•
保
護
者
等
の
父
母
の
死
亡
、
疾
病
・負
傷
等
（
90
日
以
上
）
の
た
め
、
保
護
者
等
の
父
母
を
扶
養

す
る
た
め
に
事
業
の
廃
止
を
余
儀
な
くさ
れ
た
場
合

•
常
時
保
護
者
等
本
人
の
看
護
を
必
要
とす
る
親
族
の
疾
病
、
負
傷
等
（
事
業
を
廃
止
し
、
そ
の
後
看
護
を
必
要
と
す

る
期
間
が
30

日
以
上
、
ま
た
は
、
常
時
の
介
護
が
必
要
な
も
の
）
の
た
め
に
事
業
の
廃
止
を
余
儀
な
くさ
れ
た
場
合


そ
の
他
の
家
計
急
変
事
由

•
被
災
に
よ
り就

労
困
難
等
とな
った
場
合
（
当
面
の
間
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
収
入
減
も
含
む
）

※
会
社
役
員
、
公
務
員
に
つ
い
て
も
家
計
急
変
事
由
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
る
。

※
詳
細
は
、
「家
計
急
変
支
援
申
請
の
手
引
き
」及
び
同
手
引
き
内
に
あ
る
「家
計
急
変
事
由
対
象

一
覧
」を
参
照
。


対
象
とな
ら
な
い
場
合

•
定
年
退
職
、
自
己
の
責
め
に
帰
す
る
理
由
に
よ
る
自
己
都
合
退
職

等
※
対
象
とな
る
事
由
は
「家
計
急
変
事
由
対
象
一
覧
」を
参
照
。

※
保
護
者
等
の
死
亡
や
離
婚
は
、
就
学
支
援
金
の
家
計
急
変
事
由
に
該
当
し
な
い
が
、
保
護
者
等
の
変
更
に
係
る
申
請
・届
出
を
す
る

こ
とで
通
常
の
就
学
支
援
金
の
対
象
とな
る
場
合
が
あ
る
。

対
象
と
な
る
収
入
要
件


算
定
基
準

家
計
急
変
事
由
発
生
後
の
減
少
し
た
収
入
の
状
況
を
も
とに
し
た
世
帯
の
推
計
年
収
が
約
59
0万

円
未
満
相
当
に
な
った
場
合
に
対
象
とな
る

＋


算
定
方
法

家
計
急
変
事
由
発
生
後
の
3
か
月
の
収
入
状
況
か
ら
年
収
を
推
計
し
、
所
定
の
算
定
方
法
を
用
い

て
「算
定
基
準
額
に
相
当
す
る
額
」を
算
出
す
る
。

※
入
学
前
に
家
計
急
変
事
由
が
生
じ
た
場
合
な
ど
、
事
由
が
生
じ
て
か
ら
4か
月
以
上
経
過
し
て
い

る
場
合
は
申
請
月
の
前
3か
月
の
収
入
状
況
で
算
出
す
る
。

（
す
で
に
通
常
の
就
学
支
援
金
の
受
給
権
者
で
、
月
の
初
日
よ
り後

に
申
請
し
て
い
る
場
合
は
そ
の
翌
月
の
前
３
か
月
）

※
１
月
、
７
月
の
収
入
状
況
確
認
時
は
直
近
の
原
則
6か
月
の
収
入
状
況
で
算
出
す
る
。

※
算
定
方
法
の
詳
細
は
「家
計
急
変
支
援
申
請
の
手
引
き
」を
参
照
。
な
お
、
申
請
時
の
計
算
に

は
同
手
引
き
内
に
あ
る
「年
収
推
計
シ
ー
ト
」を
用
い
て
算
出
す
る
。

実
際
に
は
家
計
急
変
事
由
発
生
後
の
収
入
か
ら
年
収
を
推
計
し
、
省
令
で
定
め
る
「算
定
基
準
額
に
相
当
す
る
額
」が

15
4,
50
0円

未
満
に
な
った
場
合
に
対
象
とな
る
。

算
定
基
準
額
に
相
当
す
る
額

＜
15
4,
50
0円

算
定
基
準
額
に
相
当
す
る
額
＝
市
町
村
民
税
の
課
税
標
準
額
に
相
当
す
る
額
×
６
％

－
市
町
村
民
税
の
調
整
控
除
の
額
に
相
当
す
る
額

※
１

政
令
指
定
都
市
の
場
合
、
「市
町
村
民
税
の
調
整
控
除
の
額
に
相
当
す
る
額
」に
3/
4を
乗
じ
る
。

※
２

算
定
基
準
額
に
相
当
す
る
額
は
、
百
円
未
満
切
り捨

て
。

要
件
の
詳
細
は
「家
計
急
変
支
援
申
請
の
手
引
き
」等
を
参
照
し
て
くだ
さ
い
。

「家
計
急
変
支
援
申
請
の
手
引
き
」

〇
家
計
急
変
事
由
証
明
書
類

家
計
急
変
事
由
を
証
明
す
る
書
類
（
原
則
、
第
三
者
が
証
明
）
を
申
請
者
が
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
例
:
医
師
に
よ
る
診
断
書
（
90
日
以
上
就
労
が
困
難
な
旨
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
）
、
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
、
破
産
手
続
開
始
を
証
明
す
る
書
類

等
）

〇
収
入
証
明
書
類

・課
税
対
象
とな
る
所
得
に
係
る
証
明
書
類
（
非
課
税
の
も
の
は
不
要
）
。

（
例
:
給
与
明
細
、
年
金
振
込
通
知
書
、
帳
簿

等
）

・離
職
前
の
勤
務
先
か
ら
の
給
与
、
賞
与
、
退
職
金
等
が
離
職
後
に
支
給
さ
れ
る
場
合
は
推
計
年
収
に
は
含
め
な
い
。

※
課
税
対
象
と
な
る
事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
、
利
子
所
得
、
配
当
所
得
、
給
与
所
得
、
雑
所
得
、
譲
渡
所
得
、

一
時
所
得
、
山
林
所
得
を
得
て
い
る
場
合
に
、
対
応
す
る
証
明
書
の
提
出
が
必
要
。

「家
計
急
変
事
由
対
象
一
覧
」
「年
収
推
計
シ
ー
ト
」

離
職

理
由

コ
ー

ド
11

（
1A

）

12
（

1B
）

21
（

2A
）

22
（

2B
）

23
（

2C
）

31
（

3A
）

32
（

3B
）

34
（

3D
）

離
職

理
由

事
業

所
移

転
に

伴
う

正
当

理
由

の
あ

る
自

己
都

合
退

職

正
当

な
理

由
の

あ
る

自
己

都
合

退
職

(（
3A

)、
(3

B
)又

は
(3

D
)に

該
当

す
る

も
の

を
除

く
。

）
特

定
の

正
当

な
理

由
の

あ
る

自
己

都
合

退
職

（
平

成
 2

9 
年

３
月

 3
1 

日
ま

で
に

離
職

し
た

被
保

険
者

期
間

６
月

以
上

 1
2 

月
未

満
に

該
当

す
る

も
の

に
限

る
。

）

33
（

3C
）

解
雇

（
1B

)及
び

被
保

険
者

の
責

め
に

帰
す

べ
き

重
大

な
理

由
に

よ
る

解
雇

に
該

当
す

る
も

の
を

除
く

。
）

天
災

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
理

由
に

よ
り

事
業

の
継

続
が

不
可

能
に

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

解
雇

特
定

雇
止

め
に

よ
る

離
職

（
雇

用
期

間
３

年
以

上
雇

止
め

通
知

あ
り

）

特
定

雇
止

め
に

よ
る

離
職

（
雇

用
期

間
３

年
未

満
等

更
新

明
示

あ
り

）

特
定

理
由

の
契

約
期

間
満

了
に

よ
る

離
職

（
雇

用
期

間
３

年
未

満
等

更
新

明
示

な
し

）

事
業

主
か

ら
の

働
き

か
け

に
よ

る
正

当
な

理
由

の
あ

る
自

己
都

合
退

職

文
部
科
学
省

家
計
急
変
支
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サ
イ
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